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Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

・地域経済の好循環の更なる拡大に向け、地域への「ヒト・情報」の流れを創出するため、

地域と多様に関わる者である関係人口の創出、サテライトオフィスの誘致、

地域おこし企業人の受入れなどに取り組む地方公共団体を支援

【予算】 関係人口創出事業 ２．５億円（３０年度 ２．５億円）
ふるさとワーキングホリデー推進事業 ０．７億円（３０年度 ０．７億円）
サテライトオフィス・マッチング支援事業 ０．２億円（３０年度 ０．６億円）
地域おこし企業人官民連携推進事業 ０．５億円【新規】

・地域おこし協力隊の更なる拡充のため、全国サミットの開催等により広く制度の周知を行うとともに、
隊員・地方公共団体双方への研修やサポートデスクの充実等により、隊員の円滑な活動を支援

【予算】 地域おこし協力隊の推進に要する経費 ２．０億円（３０年度１．４億円）

・地方移住関連情報の提供や相談支援の一元的な窓口である「移住・交流情報ガーデン」の
情報提供機能の充実や地域と多様に関わる者への情報提供、都市と農山漁村の交流の支援な
どにより、地方への移住･交流を推進

【予算】 「移住・交流情報ガーデン」の運営等に要する経費 １．７億円（３０年度 １．４億円）
都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村交流推進モデル事業

０．４億円（３０年度 ０．４億円）

（２） 地域おこし協力隊の拡充など地域への人材還流の促進

（３） 「移住・交流情報ガーデン」の充実など地方への移住・交流の推進

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組
持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

（１） チャレンジ・ふるさとワーク
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Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

・JET青年と地域おこし関係者との間で地域活性化事例を共有することにより、
JET青年の地域国際化活動への積極的な参画を支援するとともに、
国際的な視点を持った地域活性化を推進

【予算】 JET地域国際化塾の開催に要する経費 ０．１億円（３０年度 ０．１億円）

・地域の課題解決のための住民による取組体制の確立のため、
地域における多様な主体(※)を包摂し、連携させる地域運営
組織の形成及び持続的な運営を支援
※自治会・町内会、婦人会、ボランティア、NPO、消防団、経済団体、郵便局など

【予算】地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費
０．２億円（３０年度 ０．１億円）

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組
持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

（４） JETプログラムによるグローバルな地域活性化の推進

（５） 地域運営組織の形成促進

4



・地域経済活性化や地域課題解決に資するオー
プンデータの利活用を促進するため、地方公
共団体職員向けのオープンデータ研修、民間
ニーズと地方公共団体保有データとの調整・
仲介等を実施

【予算】 地域オープンデータ推進事業 ４．５億円（３０年度 ３．２億円）

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

相談窓口調整・仲介

e-learning

全国各地でオープンデータに関
する必要な知見・技術を一気通
貫で習得できる研修を実施

研修コンテンツ

継続的にオープンデータの取組を
支援する環境を整備

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組

（６）地方公共団体におけるオープンデータの取組支援（後掲）

持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成
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・本格的なIoT、AI時代の到来に備え、21世紀型スキル（※）を習得し、単純・定型化された業務等の
AI、ロボットによる代替による就業構造の転換に対応する観点から、地域で子供・学生、社会人、
障害者、高齢者等がモノづくり、デザイン、ロボット操作、ゲーム、音楽等を楽しく学び合う中で、
プログラミング等のICTに関し世代を超えて知識・経験を共有する仕組みとして「地域ICTクラブ」を
整備。
地域におけるヒト、モノ、カネの各資源を活かし、地域の特性等に応じた様々なタイプの
モデル実証を行い、全国への横展開を推進。
また、高齢者と社会人、子供等の学び合いによる各々の知見の共有、障害者に対する理解の促進、

社会人等に対するリカレント教育なども期待

※21世紀型スキル：創造性、論理的思考、コミュニケーション能力、ICTリテラシー等の、21世紀に活躍でき
る人材が持つべき能力

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組

（７）地域ICTクラブの展開（後掲）

持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保 6

【予算】 地域ICTクラブ普及推進事業 ３．８億円（３０年度 １．５億円）



１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組
持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

・本格的なIoT・AI時代の到来に向け、高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）がIoT、AI時代
においても取り残されることなく、ICT機器を利活用し、より豊かな生活を送ることができるようにす
ることが必要である。このため、高齢者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人から
ICTを学べる環境を整備するため、 「ICT活用推進委員（仮称）」制度の仕組みに関し、必要な調査・
検証を行う

Level up!

ICTに不慣れな高齢者から、
積極的に活用する高齢者へ！

ＩＣＴ活用推進委員（仮称）

委員を支えるサポート組織ＩＣＴ機器に関する
最新情報ポータルサイト

候補となる人材

ＩＣＴ活用推進委員

自宅訪問や電話等で直接相談を受けるほか、高齢者に
馴染み深いテレビを利用した遠隔相談も実施

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

（８） ICT活用推進委員（仮称）制度の仕組みの検討（後掲）

【予算】 障害者・高齢者のためのインクルーシブ社会推進事業 ３．５億円の内数【新規】

7



・地方公共団体からの求めに応じ、ICTに関する専門的な
知見やノウハウを有する専門家を派遣し、ICTの利活用に
関する助言等を実施

【予算】 地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）の内数

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組

（９）地域情報化アドバイザー派遣事業（後掲）

（１０）自治体CIO等の育成強化（後掲）

・地方公共団体におけるデータ活用の実効性の最大化やAI・
IoT等の活用に資するため、現在総務省が実施している地方公
共団体向け研修「自治体CIO育成研修」の研修手法、カリキュラ
ム及び教材等を抜本的に刷新

【予算】 地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）の内数

持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

Ａ３版に合わせ
8



・今後、多様な分野・業種において膨大な数のIoT機器の利活用が見込まれる中で、多様なユーザや若
者・スタートアップの電波利用に係るリテラシー向上を図ることが不可欠

・このため、IoTユーザを対象とした地域ごとの講習会や体験型セミナー、開発者を目指す若者等を対
象としたハッカソン体験・ワイヤレスIoT技術実証等の取組を推進し、IoT時代に必要な人材を育成

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組

（１１）ユーザ企業等を対象としたIoT人材育成（後掲）

【予算】 IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成
３．９億円の内数（３０年度 ２．７億円の内数）（後掲）

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

開発者を目指す若者等を対象とした
ハッカソン体験・技術実証

IoTユーザを対象とした地域毎の講習会や
体験型セミナー

IoT時代に必要な人材を育成

多様な分野・業種における膨大な数のIoT機器の利活用

IoTに関する
基礎知識

エンジニア
リング力

アイデア
創出力

講習会

IoT機器等を利用した
体験型セミナー

持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

9



１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

（１２）地方公共団体におけるサイバーセキュリティ人材の育成

持続可能な地域づくりの担い手・組織や、地域を支えるICT人材の確保・育成

・巧妙化・複合化するサイバー攻撃に対し、実践的な対処能力
を持つセキュリティ人材を育成するため、平成29年４月より、
NICTの「ナショナルサイバートレーニングセンター」におい
て、以下の実践的サイバー演習等を積極的に推進
○ 国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び重要イン
フラ事業者等を対象とした実践的サイバー防御演習（CYDER）

10

【予算】 ナショナルサイバートレーニングセンターの構築 １５．０億円の内数（３０年度 １５．１億円の内数）（後掲）

新たな手法のサイバー攻撃にも対応できる演習プログラム・
教育コンテンツを開発

ＣＹＤＥＲ

演習受講模様

サイバー攻撃への
対処方法を体得



・産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型企業の立
ち上げを支援する「ローカル10,000プロジェクト」について、地域活性化のためのファンド等出
資事業への対象拡大等により、地域の雇用創出と消費拡大を更に促進

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

（１）地域資源を活用した地域の雇用創出と消費拡大の推進

・マイナンバーカードと実証稼働中のマイキープラットフォームと自治体ポイントの活用により、
クレジットカード等のポイントを合算し、地域におけるキャッシュレス化推進の仕組みを全国
各地に導入・展開

・地域経済の好循環の更なる拡大に向け、シェアリングエコノミーを活用して、地域の社会課題
解決や新たな生活産業の実証・実装による地域経済の活性化を図るため、地方公共団体等によ
る取組を支援

【予算】 地域経済循環創造事業交付金 １８．７億円（３０年度 １４．５億円）
【予算】 マイナンバーカードを活用した地域のキャッシュレス推進を伴う地域経済好循環拡大への取組

９．３億円（３０年度 ４．７億円）（後掲）

【予算】 チャレンジ・ふるさとワーク（再掲）
・シェアリングエコノミー活用推進事業 １．０億円（３０年度 １．０億円）

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組
シェアリングエコノミーの活用をはじめとする地域資源を活かした地域の雇用創出と消費拡大の推進

11

・バイオマス等の地域資源を活用した地域エネルギー事業立ち上げのためのマスタープランの策
定支援、機運醸成のための「分散型エネルギーアドバイザー（仮称）」の創設、地方公共団体
向けスタートアップ窓口の設置等により、地方公共団体を核とした分散型エネルギーシステム
の構築を強力に推進



Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金
うち過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

５．０億円（３０年度 ４．０億円）

【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金
うち過疎地域等自立活性化推進事業 等

４．３億円（３０年度 ２．９億円）

・過疎地域の自立・活性化に資するソフト事業や、
基幹集落における定住促進団地の造成、空き家を活
用した定住促進住宅の整備、廃校舎などの遊休施設
を活用した地域振興施設の整備等を支援

・基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまと
まりとする「集落ネットワーク圏」（小さな拠
点）において、「くらし」を支える多様な主体の
包摂・連携による生活支援の取組や「なりわい」
を創出する活動のほか、郵便局を活用した集落機
能の維持・活性化に係る取組を支援

【過疎地域等自立活性化推進交付金の主なメニュー】

過疎地域等自立活性化推進事業

おおむね以下の分野に該当するソフト事業が対象。

① 産業の振興

② 生活の安心・安全確保

③ 集落の維持・活性化

④ 移住・交流・若者の

定住促進

⑤ 地域文化の伝承

⑥ 環境貢献施策の推進

（例：買物支援バスの実証運行）

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

※集落ネットワーク圏の範囲は、新旧小学校区、旧町村等を想定

（２）集落ネットワーク圏の推進

１．地域を支える人づくりと地域経済再生への取組

（１）過疎対策の推進

過疎対策の推進

12



・自立的かつ持続可能な地方行政の基盤となる地方税を充実確保しつつ、税源の偏在性が小さく税収が
安定的な地方税体系を構築
- 地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について検討し、平成31年度税制改正において結

論を得る
- 市町村が実施する森林整備等の財源となる森林環境税・譲与税（仮称）制度の創設（法制化）

２．地域の持続的発展を支える地方税体系の構築と地方の一般財源総額の確保等

（１）地方法人課税の偏在是正、森林環境税

地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置、森林環境税・譲与税制度の創設／

（２）地方の一般財源総額の確保と地方財政の健全化

・「新経済・財政再生計画」を踏まえ、国の取組と基調を合わせて歳出の重点化・効率化に取り組むと
ともに、「まち・ひと・しごと創生事業費」を含め、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必
要となる一般財源の総額について、平成30年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準
を確保

特に地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、本来の役割である財源調
整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保

【予算】地方交付税（地方公共団体交付ベース） １５．９兆円 （３０年度１６.０兆円）

・公共施設等の老朽化対策等の適正管理、財政状況の「見える化」、公営企業会計の適用拡大、上下水
道の広域化等の公営企業の経営改革など、地方公共団体の財政マネジメントを強化

地方の一般財源総額の確保と地方財政の健全化／財政状況の「見える化」や公営企業の経営改革の推進等

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保 13



・本格的な人口減少社会となる2040年頃には、官民を問わ
ず、労働力の供給制約に直面する。従来の半分の職員で
も自治体として本来担うべき機能が発揮できる仕組み
（＝スマート自治体への転換）が必要

・AI・ロボティクスが処理できる事務作業はAI・ロボティ
クスによって自動処理するスマート自治体への転換を図
るため、自治体行政の様々な分野で、団体間比較を行い
つつ、AI・ロボティクス等を活用した標準的かつ効率的
な業務プロセスを構築するプロジェクトを創設

【予算】 自治体行政スマートプロジェクトの実施に要する経費
２．４億円【新規】

３．自治体戦略２０４０構想の推進

（１）自治体行政スマートプロジェクト

自治体行政スマートプロジェクト／クラウドの進展を見据えた次世代の自治体情報システムの在り方等の検討

Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

仕
分
け

仕
分
け

集

計

集

計

チ
ェ
ッ
ク

出

力

現
在

将
来

プロセスの省力化
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デ
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例（ソフトウェアによる自動処理）

職員の手作業で実施

【業務プロセスの自動化・省力化のイメージ】

A市 B町 A市 B町

職員による事務処理 AI・ロボティクスに
よる自動処理など

労
働
力
制
約
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・今後の人口縮減期を見据え、次世代の自治体情報システムの在り方等に関し、業務プロセスの見直し等の
動きも踏まえながら、クラウド型の共通プラットフォームの構築等を念頭においた調査研究を実施

・また、自治体行政の標準化・共通化を見据えた集中型の新たなセキュリティクラウドや、セキュリティレ
ベルを維持しつつ、操作性の向上を図ることのできる新しい技術の適用に向けた調査研究を実施

（２）クラウドの進展を見据えた次世代の自治体情報システムの在り方等の検討

【予算】 クラウドの進展を見据えた次世代の自治体情報システムの在り方の検討
１．１億円（３０年度 ０．７億円）

【予算】 集中型の新たなセキュリティクラウドの仕組等自治体情報セキュリティ対策
１．０億円（３０年度 ０．５億円）
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Ⅰ 個性と活力ある地域経済と安定的な地方行財政運営の確保

（１）圏域における広域連携の推進等

・人口の縮減とともに、都市圏全体で維持できる行政サービ
スや施設の全体量も縮減。自治体がフルセットの行政の考
え方から転換し、中長期的な個別最適と圏域内の最適化を
両立できる圏域における広域連携の推進等が必要

・都市機能の役割分担など、負担の分かち合いや利害調整を
伴う、合意形成は容易ではないが圏域での対応を避けては
解決できない深刻化する行政課題への取組等の検討を支援

【予算】 圏域における広域連携の推進等に要する経費 ２．３億円（３０年度 １．３億円）

※連携中枢都市圏の形成状況（H30.4時点）

【予算】 定住自立圏構想の推進に要する経費 ０．１億円 （３０年度 ０．１億円）

・定住自立圏について、これまでの取組成果などを検証し、
地方公共団体に情報提供することにより、定住自立圏の
形成等を推進

３．自治体戦略２０４０構想の推進
圏域における広域連携の推進等

15



・巧妙化・複合化するサイバー攻撃に対し、実践的な対処能力
を持つセキュリティ人材を育成するため、平成29年４月より、
NICTの「ナショナルサイバートレーニングセンター」におい
て、以下の実践的サイバー演習等を積極的に推進
① 国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び重要イン
フラ事業者等を対象とした実践的サイバー防御演習（CYDER）

② 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向
けた大会関連組織のセキュリティ担当者等を対象者とした
実践的サイバー演習（サイバーコロッセオ）

③ 若手セキュリティイノベーターの育成（SecHack365）

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）サイバーセキュリティ人材の育成

「IoTセキュリティ総合対策」や地方公共団体のセキュリティ対策の推進等

サイバーコロッセオ

Guard!

放送環境

チケット販売

公式HP

WiFi・通信環境

避難・誘導

Attack!

社会インフラ

新たな手法のサイバー攻撃にも対応できる演習プログラム・
教育コンテンツを開発

ＣＹＤＥＲ

演習受講模様

サイバー攻撃への
対処方法を体得

ＳｅｃＨａｃｋ365

【予算】 ナショナルサイバートレーニングセンターの構築 １５．０億円（３０年度 １５．１億円）
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・電波を使用するIoT機器が急増し多様化するとともに、それらに対するサイバー攻撃の脅威が増大して
いることから、下記取組により、国民生活や社会経済活動の安心・安全の確保等を実現
① 改正NICT法に基づきNICTにおいてパスワード設定等に不備のあるIoT機器の調査を実施すると
ともに、当該機器やマルウェアに感染した機器の利用者への注意喚起にあたり当該利用者からの
問合せ対応等を実施

② 地域のIoTセキュリティ人材を育成するための講習を実施するとともに、公衆無線LANの
セキュリティ対策に関する周知啓発等を実施

③ ５Ｇ（第５世代移動通信システム）はIoTシステムの基盤技術であるため、５Ｇに係る各レイヤー
（IoTデバイス、ネットワーク、クラウド等）におけるセキュリティを総合的かつ継続的に担保する
仕組みを整備し、重要インフラ事業者等への周知・啓発を実施

④ 地域の課題解決に資する多様なIoTサービスに係るシステムの適正な運用及び整備等の実証を
踏まえてガイドライン等の策定を実施

【予算】 IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築 ２０．０億円【新規】

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（２） IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築

「IoTセキュリティ総合対策」や地方公共団体のセキュリティ対策の推進等

17

ＩｏＴセキュリティのリテラシー向上



・サイバー攻撃に関し、多様な主体による情報共有を促進するため、下記取組を実施
① サイバー攻撃に関する情報を通信関係事業者に共有する情報共有基盤において、脆弱性情報と
その影響を受けるソフトウェアの情報を紐付けられるようにする実証

② サイバー攻撃に関する情報及び脆弱性情報について、機械学習を用いて高精度な信頼性・深刻度
評価を行う実証

③ 契約者間等でサイバー攻撃に関する情報を共有する体制（ISAO）の構築に向けた取組

【予算】 サイバーセキュリティ情報共有推進事業 ５．０億円【新規】

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（３）サイバーセキュリティに関する情報共有の推進

「IoTセキュリティ総合対策」や地方公共団体のセキュリティ対策の推進等

①情報共有基盤の高度化 ②信頼性・深刻度評価の高精度化 ③契約者間等での情報共有の推進

18



・世界的な人工衛星等の産業利用に向けた活動の活発化に
よる衛星利用の需要拡大に対応するため、また、衛星通
信に対する脅威となりつつあるサイバー攻撃を防ぎ、安
全な衛星通信ネットワークの構築を可能とするため、高
秘匿な衛星通信に資する技術の研究開発を推進するとと
もに、国際標準の獲得等による我が国の国際競争力の向
上を推進

【予算】 衛星通信における量子暗号技術の研究開発 ３．５億円（３０年度 ３．１億円）

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（４）衛星通信における量子暗号技術の研究開発の推進

「IoTセキュリティ総合対策」や地方公共団体のセキュリティ対策の推進等

19



・地方公共団体においては、「三層の対策」により情報セキュリティの強化が図られたところであるが、
これを踏まえた情報セキュリティ対策を更に推進していくため、以下の２点について、自治体情報セ
キュリティクラウドの今後の在り方や情報セキュリティ対策と業務効率化との両立等の観点から検討

①自治体行政の標準化・共通化を見据えた集中型の新たなセキュリティクラウドの調査研究の実施
②セキュリティレベルを維持しつつ、操作性の向上を図ることのできる新しい技術の調査研究の実施

【予算】 集中型の新たなセキュリティクラウドの仕組等自治体情報セキュリティ対策
１．０億円 （３０年度 ０．５億円）（再掲）

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（５）集中型の新たなセキュリティクラウドの仕組等自治体情報セキュリティ対策

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成
「IoTセキュリティ総合対策」や地方公共団体のセキュリティ対策の推進等

20



４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

消費者保護･社会的課題への対応による安心・安全なICT利用環境の整備

・重要無線通信妨害への対応等、安心・安全な電波利用環境を維持するための電波監視施設の
充実・強化など、様々な施策を実施

【予算】 電波監視等の実施 ９９．５億円（３０年度８５．１億円）
電波伝搬の観測・分析等の推進 ３．０億円【新規】

21

【予算】 電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経費
４．６億円（３０年度３．４億円）

・電気通信サービスに関する苦情・相談への対応、消費者保護
ルールの実施状況の把握及び青少年が安心・安全にインター

ネットを利用できる環境の整備を実施するとともに、イン

ターネットを利用したプライバシー侵害等への利用者対応・
各種啓発活動への支援等を実施

相談・
問い合わせ

具体的対応方法
のアドバイス

啓発・研修（セミ
ナーの開催等）

関係法令
・プロバイダ責任制限法・

ガイドライン
・青少年インターネット利用
環境整備法 等

インターネット上の違法・有害情報の氾濫

学校等関係者

ウェブサイト
監視事業者

インターネット
利用者

違法・有害情報相談センター
http://www.ihaho.jp/

等

（１）電気通信サービスの安心・安全な利用の確保、不適正な利用への対策等

http://www.ihaho.jp/


４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

消費者保護･社会的課題への対応による安心・安全なICT利用環境の整備

22

・医療機関等における安心・安全な電波利用環境を整備する
ため、電波が人体や医療機器等に与える影響についての調査
を実施するとともに、地域協議会を通じた周知啓発活動等の
取組を推進

【予算】 電波の安全性に関する調査及び評価技術 １４．５億円（３０年度９．９億円）
周波数の使用等に関するリテラシーの向上 ２．８億円（３０年度２．７億円）

（３）医療機関における安全な電波利用の推進

医用機器等への
影響調査

説明会の開催

（２）電気通信サービスにおける事故の多様化・複雑化への対応

・スマートフォンをはじめ電気通信サービスが急速に高度化し普及
する中、重大な事故が発生した場合、社会経済活動に大きな影響
が及ぶことから、安定したサービス提供環境を確保するため、
ネットワークの安全・信頼性対策の調査を実施

【予算】 電気通信事業分野における安全・信頼性確保のための事務経費
０．５億円（３０年度 ０．３億円）



・膨大なIoT機器等が迅速・効率的にネットワー
クに接続するために必要な技術を運用する人材
を育成する環境基盤を整備し、基盤の構築・運
用を通して人材育成を図り、求められるスキル
の明確化やその認定の在り方を検討

【予算】 IoTネットワーク運用人材育成事業 １．５億円（３０年度 ２．１億円）

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１） IoT時代のネットワークを運用・管理する人材の育成

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成

23



・質の高い統計データの作成及びそれらを有効活用できる、
統計人材の育成・充実を通じ、EBPM（証拠に基づく政策
立案）など、効率的で効果の高い政策立案の推進に寄与

【予算】 オンライン研修等による統計人材の育成・充実 １．２億円（３０年度 ０．９億円）

・行政分野における、統計人材ニーズの急速な高まり
を踏まえ、必要な人材育成プログラムを充実・強化
(1)初めて統計を担当する職員向けの入門研修
（統計の意義・役割、統計制度・統計機構 等）

(2)統計の作成者・利用者に新たに必要とされて
いる分野に関する研修（委託・品質管理、電子
調査票設計、行政記録・ミクロデータ活用 等）

(b) 研修プログラムの充実・強化

新たな統計研修体系の構築

研修プログラムの充実・強化

(a) 新たな統計研修体系の構築

現 在 新たな体系

○統計技術に関する講座
・統計実務者向け入門
・調査設計の基本
・統計分析の基本
・人口推計
・国民・県民経済計算

など

集合研修中心

集合研修

オンライン研修

○演習を中心とした双方向的かつ
実践的な研修の提供

○いつでも、どこでも、何度でも
受講可能な研修の提供

○集合研修の映像配信

：今後拡充が必要な研修 ：現行の研修

（２）オンライン研修等による統計人材の育成・充実（後掲）

24

・「統計改革推進会議最終とりまとめ」等に基づき、
オンライン研修を活用した、府省横断的な研修プログ
ラムを体系的に再構築

・これにより研修の裾野を広げ、新規採用職員から高度
な統計業務に携わる職員まで、幅広い層を対象として、
必要な研修を提供

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成



・地方公共団体からの求めに応じ、ICTに関する専門的な
知見やノウハウを有する専門家を派遣し、ICTの利活用に
関する助言等を実施

（３）地域情報化アドバイザー派遣事業（後掲）

（４）自治体CIO等の育成強化（後掲）

・地方公共団体におけるデータ活用の実効性の最大化やAI・
IoT等の活用に資するため、現在総務省が実施している地方公
共団体向け研修「自治体CIO育成研修」の研修手法、カリキュラ
ム及び教材等を抜本的に刷新

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成

【予算】 地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）の内数

【予算】 地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）の内数
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Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

・地域経済活性化や地域課題解決に資するオー
プンデータの利活用を促進するため、地方公
共団体職員向けのオープンデータ研修、民間
ニーズと地方公共団体保有データとの調整・
仲介等を実施

相談窓口調整・仲介

e-learning

全国各地でオープンデータに関
する必要な知見・技術を一気通
貫で習得できる研修を実施

研修コンテンツ

継続的にオープンデータの取組を
支援する環境を整備

（５）地方公共団体におけるオープンデータの取組支援（後掲）

26

【予算】 地域オープンデータ推進事業 ４．５億円（３０年度 ３．２億円）



４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成

・今後、多様な分野・業種において膨大な数のIoT機器の利活用が見込まれる中で、多様なユーザや若
者・スタートアップの電波利用に係るリテラシー向上を図ることが不可欠

・このため、IoTユーザを対象とした地域ごとの講習会や体験型セミナー、開発者を目指す若者等を対
象としたハッカソン体験・ワイヤレスIoT技術実証等の取組を推進し、IoT時代に必要な人材を育成

【予算】 IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成
３．９億円の内数（３０年度 ２．７億円の内数）

（６） ユーザ企業等を対象としたIoT人材育成

開発者を目指す若者等を対象とした
ハッカソン体験・技術実証

IoTユーザを対象とした地域毎の講習会や
体験型セミナー

IoT時代に必要な人材を育成

多様な分野・業種における膨大な数のIoT機器の利活用

IoTに関する
基礎知識

エンジニア
リング力

アイデア
創出力

講習会

IoT機器等を利用した
体験型セミナー
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・本格的なIoT、AI時代の到来に備え、21世紀型スキル（※）を習得し、単純・定型化された業務等の
AI、ロボットによる代替による就業構造の転換に対応する観点から、地域で子供・学生、社会人、
障害者、高齢者等がモノづくり、デザイン、ロボット操作、ゲーム、音楽等を楽しく学び合う中で、
プログラミング等のICTに関し世代を超えて知識・経験を共有する仕組みとして「地域ICTクラブ」を
整備。
地域におけるヒト、モノ、カネの各資源を活かし、地域の特性等に応じた様々なタイプの
モデル実証を行い、全国への横展開を推進。
また、高齢者と社会人、子供等の学び合いによる各々の知見の共有、障害者に対する理解の促進、

社会人等に対するリカレント教育なども期待

※21世紀型スキル：創造性、論理的思考、コミュニケーション能力、ICTリテラシー等の、21世紀に活躍でき
る人材が持つべき能力

【予算】 地域ICTクラブ普及推進事業 ３．８億円（３０年度 １．５億円）

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（７）地域ICTクラブの展開（後掲）

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成
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（８） ICT活用推進委員（仮称）制度の仕組みの検討（再掲）

・本格的なIoT・AI時代の到来に向け、高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）がIoT、AI時代において
も取り残されることなく、ICT機器を利活用し、より豊かな生活を送ることができるようにすることが必要で
ある。このため、高齢者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人からICTを学べる環境を整備
するため、 「ICT活用推進委員（仮称）」制度の仕組みに関し、必要な調査・検証を行う

【予算】 障害者・高齢者のためのインクルーシブ社会推進事業 ３.５億円の内数【新規】

Level up!

ICTに不慣れな高齢者から、
積極的に活用する高齢者へ！

ＩＣＴ活用推進委員（仮称）

委員を支えるサポート組織ＩＣＴ機器に関する
最新情報ポータルサイト

候補となる人材

ＩＣＴ活用推進委員

自宅訪問や電話等で直接相談を受けるほか、高齢者に
馴染み深いテレビを利用した遠隔相談も実施

４．サイバーセキュリティの強化、ICTの安心・安全の確保、ICT人材の育成

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

トップ人材の育成・確保からスキル・リテラシーの向上まで、IoT・AI時代に対応したICT人材の多面的な育成
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Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

・2020年の5Gの実現及び普及・高度化に向けて、
産学官連携による研究開発とともに、様々な
産業分野への利活用による新たな市場創出や、
社会的課題の解決を目指した総合実証等の取
組を強力に推進

【予算】 電波資源拡大のための研究開発
１０８．８億円の内数（３０年度 １０９．０億円の内数）

【予算】 周波数ひっ迫対策技術試験事務
８３．０億円の内数（３０年度 ５６．１億円の内数）

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備
5Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹー ﾌﾙ゙ﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、4K・8Kやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環境
の高度化の推進

（１） 第５世代移動通信システム（5G）の実現に向けた取組の推進
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• 地域の課題の解決や活性化のため、農業、観光、防災、医療・介護等の分野において高度な無線シス
テムによるIoTサービスの利用が拡大。それに伴って通信トラヒックも急増

• こうした急拡大する電波利用ニーズに対しては、特定の周波数帯のみで応ずると、当該周波数帯が逼
迫し、電波の能率的利用ができないため、Wi-Fi等の多様な高速･大容量無線局の活用促進により対応
する必要がある

• 5G・IoT時代に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通信事業者等による、高速・大容量無
線局の前提となる伝送路設備等の整備を支援

【予算】 高度無線環境整備推進事業 ５９．０億円【新規】

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（２） 5Ｇや光ファイバ等の地域展開

スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

地域の
拠点的地点

高速・大容量無線局の前提となる伝送路

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進
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• 携帯電話等エリア整備事業
過疎地等の地理的に条件不利な地域において、地方公共団体
が携帯電話等の基地局施設等を整備する場合や、無線通信事
業者が基地局の開設に必要な光ファイバ等を整備する場合に、
その事業費の一部を補助

• 電波遮へい対策事業
鉄道トンネルや医療施設等の携帯電話の電波が届かない場所
において、一般社団法人等が携帯電話等の中継施設を整備す
る場合に、その事業費の一部を補助

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

【予算】 携帯電話等エリア整備事業 ３１．１億円（３０年度３３．６億円）
電波遮へい対策事業 ４２．２億円（３０年度６６．６億円）

 

 伝送路

基地局施設

エリア整備に必要な施設・設備

携帯電話等エリア整備事業のイメージ図

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進

（３）携帯電話がつながらない地域における整備の推進
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・IoT・AI時代の到来により、枯渇しつつあるIPv4アドレスに代わってIPv6アドレスの活用を進めること
が不可欠となっている状況を踏まえ、システム・アプリケーション等におけるIPv6導入を促進するた
めの調査・実証などを実施し、IPv6導入のボトルネック解消に向けた環境整備を推進

【予算】 IPv6導入に向けた調査・実証 ０.９億円【新規】

（４） IoT・AI時代を支えるIPv6化の推進

IPv4アドレス 現在のインターネットの基本技術とし
て利用されている通信方式

IPv6アドレス IPv4の後継規格として標準化され
た通信方式

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進

○システム・アプリケーション側のIPv6導入による効果のイメージ
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・防災拠点（学校等の避難所・避難場所、
官公署）及び災害発生時の情報伝達手段の
強化が望まれる公的な拠点（博物館、文化
財、自然公園等）においてWi-Fi環境の整
備を行う地方公共団体等に対し、その費用
の一部を補助

【予算】 公衆無線LAN環境整備支援事業 １２．５億円 （３０年度 １４．３億円）

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（５）防災に資するWi-Fi環境整備の推進

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進
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・世界の「言葉の壁」をなくし、グローバルで自由な
交流を実現する「グローバルコミュニケーション
計画」を推進するとともに、訪日外国人への対応の充
実による観光産業の活性化等、地方創生に資するため、
①多言語音声翻訳技術の対応領域及び対応言語の拡大
並びに精度向上に向けた研究開発、②病院・商業
施設・観光地等における社会実証を実施しており、
2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に向けこれらの取組を加速

【予算】 グローバルコミュニケーション計画の推進 ８．２億円（３０年度 ７．０億円）
国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付金

２９５．５億円の内数（３０年度 ２８０．３億円の内数）（後掲）

（６） グローバルコミュニケーション計画の推進

スマートフォン
などに話しかける
と即座に他の言語
に翻訳して、音声
出力する

多言語音声翻訳システムの仕組み

病院

多言語対応ヘッド
セット等のウェアラブ
ル 機 器 を 用 い 、
症状や病名の翻訳
など医師と患者の
コミュニケーションを
支援

赤ちゃんは元気に育っ
ていますよ。

（スペイン語）
Bebé está creciendo sano

多言語対応型
レジ端末により、
商 品の購 入や
問 合 せ な ど 、
外国人客の要望
にきめ細やかに
対応

ショッピング

（インドネシア語）Apakah
anda memiliki warna lain?

（グラスの）色違いは
ありますか。

ekiwadokodesuka

駅は/どこ/ですか

音声認識技術

音声を文字に変換 単語を確定

the station / where / is

where is the station 

多言語翻訳技術

英単語を検索 自然な英文に変更

音声合成技術

英文を音声に変換

駅はどこですか？

Where is the station ?

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備
35

（７） 放送用周波数の有効活用に向けた取組の推進

・放送サービスの高度化やホワイトスペースの一層の利用拡大など、放送の未来像を見据えた放送用周
波数の更なる有効活用に向けた技術方策と、技術的条件の在り方について検討を実施し、地上放送用
周波数のひっ迫状況を解消するとともに、新たな放送サービスの導入実現を図る

【予算】 周波数ひっ迫対策技術試験事務 ８３．０億円の内数 【新規】



・条件不利地域等における4K・8Kの送受信環境等確保のためケーブルテレビ網の光化等の支援を実施

【予算】 放送ネットワーク整備支援事業 ９．５億円の内数（３０年度 ３．３億円の内数）（後掲）

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（８） ケーブルテレビネットワーク光化促進事業

○ 補助対象

以下の①～③のいずれも満たす地域の

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター

①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村

②条件不利地域

③財政力指数が0.5以下の市町村その他特に必要と認める地域

中継増幅器光ノード

引込線

タップオフ

ヘッドエンド

アンテナ

４Ｋ・８Ｋ対応

光ケーブル化
光ケーブル
同軸ケーブル
補助対象

上記①~③の地域

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進
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・本年12月から始まる新4K8K衛星放送で新たに用いる中間周波数帯（2.2～3.2GHz）について、すでに
サービスを実施している他のサービスとの共用における懸念が指摘されている。他の無線通信に障害
を与えるおそれのある衛星基幹放送用受信設備を改修し、適切な受信環境の整備を支援するため補助
事業を実施する

【予算】 衛星放送用受信環境整備事業 １１．０億円（３０年度 ８．３億円）

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

（９）衛星放送用受信環境整備事業

補助額：
平成３１年度予算案
11.0億円の内数

補助率：
２／３

補助世帯数：
２万６千世帯
（平成３１年度分予定）

事業年度：
平成３０～３１年度

補助のイメージ図

BS・CSブースタ

分配器

壁面端子

BS・UV分波器
（対象外）

右左旋対応アンテナ
（対象外）

アンテナ出力から壁面端子の間に
ある技術基準に不適合となる機器を
改修（交換）するための費用（工事費
を含む）の２／３相当額を補助

受信機
（対象外）

すでに設置され
ている不適合品

適合品に
改修（交換）

写真待ち

平成29年５月11日以前に設置されていることが必要

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進
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・4K・8K等の高度な映像等の放送やインターネット配信技術の社会実装の実現のため、
①8K衛星放送に係る高度なサービスの実現に向けた技術の実証
②放送番組の安定的なネット同時配信を可能とするためのトラヒック急増時の運用の在り方等に
関する実証

③ケーブルテレビによるIPネットワークを活用した放送技術の実証
を実施

【予算】 次世代映像配信技術に関する実証 ８．２億円（３０年度 ４．５億円）

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１０）次世代映像配信技術に関する実証

５Gや光ファイバ等の地域展開、Wi-Fi環境整備、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸの光化、４Ｋ・８Ｋやネット時代に対応した高度な映像配信等による通信・放送環
境の高度化の推進
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・5Gの利活用分野の更なる拡大や高まり続けるニーズに対応 す
るとともに、IoT等の新たな無線通信の利用拡大に伴い、更な
る電波の有効利用技術による次世代ワイヤレスシステムの実現
に向けた研究開発等を推進する

・また、電波利用技術に関する人材育成に資するため、大学や
高専などとの共同研究を推進するとともに、人的支援を含めた
外部開放型の実証研究環境を提供する中核的拠点機能（電波
COE：Center of Excellence（COE））を構築する

・2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会で多数
の様々な無線システムの使用を可能とするため、既存の無線
システムとの周波数共用等により、周波数の有効利用を一層
促進する

・電波の有効利用方策の一つとなる、関係府省等が共同
で利用できる「公共安全LTE」（PS-LTE）の実現に向けて、
通信エリアの拡大に資する技術的検討等を実施する

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）次世代ワイヤレスシステムの実現のための研究開発等

■ワイヤレス先端人材育成型研究開発
・電波有効利用技術や電波利用システムの研究開発
・大学や高専との共同研究により若手研究者や学生の育成を推進
・最も優れた研究には、研究を自由に展開するアワードを提供

電波COE

大学・高専との共同研究

オープンな実証研究環境

メンターによる指導・支援

・先端的な電波研究施設
・高性能な無線測定機器

■実証研究環境の外部開放 ■人的な指導・支援の提供

・電波研究を指導するメンター（ポスドク等）
・電波利活用に精通したメンター

次世代ワイヤレスシステムの実現のための技術開発や新たなニーズに対応した環境整備等の推進

【予算】 電波資源拡大のための研究開発 １０８．８億円（３０年度 １０９．０億円）
【予算】 周波数ひっ迫対策技術試験事務 ８３．０億円（３０年度 ５６．１億円）
【予算】 公共安全ＬＴＥの実現に向けた調査検討 １２．５億円【新規】

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備
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・ 5G等の新たな電波利用ニーズに対応するため、既存無線システムの電波利用実態の詳細な調査や、
既存無線システムとの高度な周波数共用を実現するための自律的（ダイナミック）な周波数共用・干
渉回避技術の開発等を実施

【予算】 周波数有効利用のための電波利用環境の整備 事項要求【新規】

（２）新たな電波利用ニーズに対応するための電波利用環境の構築

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

次世代ワイヤレスシステムの実現のための技術開発や新たなニーズに対応した環境整備等の推進

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備
40



・世界最先端の安全・安心・快適なConnected Car※社会実現に向けて、必要となる各種無線システム
を組み合わせた総合実証試験を実施
※5G等のネットワーク、ビッグデータ、AI等の進化により、いろいろな人やモノ、データとの有機的な結合を可能とする

クルマ

【予算】 周波数ひっ迫対策技術試験事務 ８３．０億円の内数（３０年度 ５６．１億円の内数）

クルマとネットワーク

クルマとインフラ

クルマとクルマ

クルマと人

Connected Car

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

次世代ワイヤレスシステムの実現のための技術開発や新たなニーズに対応した環境整備等の推進

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

（３） Connected Carのための新たなワイヤレスシステムの検討
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・電波の利用ニーズの高度化・拡大に対応するため、①周波数割当制度の見直し、②公共用周波数の有
効利用方策、③電波利用料制度の見直し、④技術の進展を踏まえた電波有効利用方策などの取組によ
り、電波の更なる有効利用を図るとともに、国民一人一人が電波による良質で安価なサービスを享受
できるよう電波制度改革を推進する

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

電波制度改革の推進

５．5G、光ファイバ、4K・8K等の世界最高水準のICT環境の整備

（１）電波制度改革の推進
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・超高精細映像やIoT・ビッグデータ・AI等の普及に
よって急速に増大する通信トラヒックに対応するた
め、高速大容量、低消費電力、柔軟な接続を達成で
きる光ネットワーク技術の研究開発を推進

６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）最先端の情報通信ネットワーク技術の研究開発の推進

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進

【予算】
新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術
の研究開発 １１．０億円（３０年度 ９．５億円）

・Society5.0時代における通信量の爆発的増加やサー
ビス要件の多様化（超低遅延、多数同時接続等）、
ネットワークの複雑化に対応するため、AI（人工知
能）を活用したネットワーク運用の自動化等を実現
する技術の研究開発を推進

【予算】
革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発

７．０億円（３０年度 ５．４億円）

（２） AIによるネットワーク自動最適制御技術等の研究開発の推進

運用者 ／ 管理者

NW状態分析機能

・障害予兆検知
・障害発生検知

①障害対応の自動化

・最適フロー算出

障害対応支援機能

NW管理・設計機能

・NW最適設計

②ネットワーク設計の自動化

・ｻｰﾋﾞｽ要件分析

サービス分析機能

障害対応支援

検知情報

性能情報、
ﾄﾗﾌｨｯｸ情報他

障害
自動設定

ｻｰﾋﾞｽ要求

学習データ 学習データ

分析情報

</>

AI

物理ネットワーク

AI

AI

AI
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６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進

・新たに脳情報通信分野への重点的な
研究開発を行い、脳情報通信技術の
社会実装に向けた産学連携の呼び水
とし、脳情報通信分野の裾野の飛躍
的な拡大を目指す

【予算】 新たな脳情報通信技術の研究開発及び社会実装 ２．１億円【新規】

（３）脳情報通信技術の社会実装の推進

・脳のメカニズムに倣い、少数
データ、無作為データからリ
アルタイムに取捨選択しなが
ら、特徴・意味を抽出し、分
類・学習すること等を可能と
する次世代人工知能技術の実
現に向けた研究開発を推進

【予算】 次世代人工知能技術の研究開発 ２．４億円（３０年度 ２．０億円）

（４）脳に倣う新たな人工知能技術の実現

44



６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進

・世界的に認められた「おもてなし」に代表される日本の対人関係観を反映した「よりそい」型対話を
実現可能とする高度対話エージェント技術の研究開発・実証を推進し、開発コミュニティの構築等を
促しつつ、自然言語処理技術の社会実装を促進するとともに、我が国ならではの社会課題の解決や社
会貢献に資する

【予算】 高度対話エージェント技術の研究開発・実証 ２．４億円（３０年度 ２．０億円）

（５）高度対話エージェント技術の研究開発・実証

高度な対話を実現するアプリを開発するための環境を開発

・開発コミュニティ構築を促進 ・自然言語処理技術の社会実装を促進

基礎的かつ共通で必要となる、相手の意図を解釈する技術、感情を推定する技術等を開発

格安で○○に行きたいん
ですが・・・

ついさっき、○月○日発の格安プラン
にキャンセルが出ていますよ

店頭でアドバイスをするAIスピーカー

ちょっとお医者さんに電
話してみましょうね

このアラームが出たときは
緑のボタンを押して下さい

コン シェルジュ

お好きそうな商品が発売されてますよ！

老人によりそう介護ロボット 好みの商品を紹介するスマホ 運転者をサポートする自動車 労働者を支援する業務システム

そこにコンビニがあるの
で、休憩しませんか？

高度対話エージェント共通基盤化技術 多目的高度対話エージェントコンテンツ生成支援技術
基幹技術 利活用技術

社会・産業の様々な分野において、深い知識に基づく「よりそい」型対話を実現

目指すコミュニケーション
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６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進

（６）「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」の構築と社会実装の推進

・最先端のAI基盤技術を様々な産業分野に早急
に展開し、データ収集とAI解析により価値創
出を図るため、産学官のオープンイノベー
ションによる先進的利活用モデルの開発や国
際標準化を推進し、新たな価値創出基盤とな
る「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」の
構築と社会実装を推進

【予算】 「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」社会実装推進事業 ４．６億円（３０年度 ２．６億円）

• 「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」を通じた様々な分野におけるデータ収集とＡＩによる解析に
より新たな価値を創出することが我が国の国際競争力確保にとって決定的に重要

• 音声処理、自然言語処理等のAI基盤技術をもとに、多様な分野で人間と自在な対話が
可能な次世代サービス等を実現

データ

クラウド

利活用分野に
応じたＡＰＩ※等の
開発・標準化

IoT/BD/AI
情報通信

プラットフォーム

※API:利用者がシステムを利用するための情報のやりとりに係るインタフェース

質問
応答

知識獲得
情報抽出

超大規模
文書解析

対話

自然言語処理ＡＩ

音声
認識

音声
合成

音声処理ＡＩ

利活用分野等を公募
（国が細かく特定するのではなく、ベンチャー企業なども含めて広く民間のアイディアを公募）
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６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進

・競争的資金による研究開発を通じて、
未来社会における新たな価値創造、若手
ICT人材の育成、中小企業の斬新な技術の
発掘、ICTの利活用による地域社会の
活性化、外国との共同研究による国際
標準獲得等に貢献

（７）戦略的な情報通信に係る研究開発の推進

※国際標準獲得型研究開発は外国研究機関との連携で実施

【予算】
戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）

１８．７億円（３０年度 １５．５億円）

（８）「異能vation」プログラムの推進

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE） １８．７億円の内数（３０年度 １５．５億円の内数）

47

総務省 プログラム評価委員会

業務実施機関による運用

社会展開発掘（自薦・他薦） 課題挑戦

趣旨に賛同する

協力協賛企業
１６３社

(一般社団法人デジタル
メディア協会参画各社
を始め、株式会社TBS
テレビ、株式会社バンダイ

ナムコホールディングス、

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社 、
富士通株式会社、ヤフー
株式会社等の多様な企業が
参加）

挑戦する雰囲気の醸成

協力協賛企業
と

マッチング

破壊的な挑戦部門
破壊的価値を創造する、奇想天外で
アンビシャスな技術課題への挑戦を支援。
※世界的なスーパーバイザーによる評価を
経て選考（１年間。300万円上限）

認める
褒める
つながる

ジェネレーションアワード部門
・ 未来がより良くなるような独自のアイデア
・ 自分でも一番良い使い方が分からないけれど、
こだわりの尖った技術やモノ

・ 自らが発見した実現したい何か
を協力協賛企業が表彰（副賞あり)

プログラムアドバイザー スーパーバイザー

伊藤穰一 外村 仁 中須賀真一 三池崇史 小川エリカ 上田 学
まつもと
ゆきひろ 原田博司 川西哲也 牧野友衛 高須克弥 高橋智隆

・ICT分野において、破壊的な地球規模の価値
創造につながるイノベーションの芽を育て
るため、大いなる可能性がある野心的な
技術課題への独創的な挑戦を支援する
「異能(Inno)vation」を推進

業務運営の適正性について評価（審査の適正性、スーパーバイザーの承認 等）



・ICT分野における我が国発のイノベーションを
創出するため、ベンチャー企業や大学等による
新技術を用いた事業化への「死の谷」を乗り越
えるための挑戦を支援

【予算】 ICTイノベーション創出チャレンジプログラム
４．０億円（３０年度 ２．６億円）

６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（９） ICTイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!）

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進
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・ICT分野における研究開発成果の国際標準化や実用化を加速
し、イノベーションの創出や国際競争力の強化に資するた
め、外国の研究機関との国際共同研究開発を戦略的に推進

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）
１８．７億円の内数（３０年度 １５．５億円の内数）

６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１０）戦略的な国際標準化の推進

最先端の情報通信技術の研究開発・標準化の推進

欧州委員会

欧州の
研究機関

総務省

日本の
研究機関

①公募プロジェ
クトの合意

③共同
提案書作成

⑤競争的
研究資金

⑤競争的
研究資金

②
共同
公募

④
共同
提案

戦略的な国際標準化の推進（例:日EU国際共同研究）

外国機関との国際共同研究のテーマ例

・5G（無線､ネットワーク、
アプリ）

・ICTロボット
・光ネットワーク

・スマートシティ
・IoT社会インフラ 等

国際標準化機関（ITU等）
で国際標準を獲得

・国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）による基礎的・
基盤的な研究開発等の推進

【予算】
国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付金 ２９５．５億円（３０年度 ２８０．３億円）
国立研究開発法人情報通信研究機構施設整備費補助金 １．１億円（３０年度 １．１億円）

（１１）基礎的・基盤的な研究開発等の推進

・周波数利用効率の高い無線技術等の国際標準化活動の強化の
ための国際機関等との連絡調整

【予算】 無線技術等の国際標準化のための国際機関等との
連絡調整事務 １２．９億円 （３０年度 １２．４億円）
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６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

ＡＩ

地域におけるビッグデータ・ＡＩ・ＩｏＴの活用を推進

ビッグ
データ

ＩｏＴ

AIを
活用した
解決策

データ

生産性
向上

人手不
足解消

・人口減少や地域経済活性化など、わが国が直面
する課題に対し、IoT・AI等の活用を通じて、地
場産業の生産性の向上をはじめとする様々な地
域課題の解決や障害者の就労支援等につなげる
新たなサービスを支援する施策を実施

（１）ＩｏＴ・ＡＩを活用した地域活性化

IoT・AI・ブロックチェーン等の先端技術の導入に向けた実証・実用化の推進

【予算】 地域AI活用普及推進事業（地域AIプロジェクト） ４.０億円【新規】
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・ブロックチェーン技術の活用について、実証事業を通じた課題の抽出等により、官民の幅広い分野に
おけるブロックチェーン技術の社会実装を推進

【予算】 ブロックチェーン利活用推進事業 ２．０億円（３０年度 １．２億円）

６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（２）ブロックチェーン技術の利活用

IoT・AI・ブロックチェーン等の先端技術の導入に向けた実証・実用化の推進

2)  各ノードに書き込まれたデータを
もとに作ったブロックを各ノード
で検証・合意

ノード

ノード

ノード

ノード ノード

3) 一定期間経過後（各ノードで
検証・合意後）各ノードが同じ
ブロックを共有

1) データ（取引履歴）
をいずれかのコン
ピュータ（ノード）
に書き込むよう指示

複数のデータをまとめてブロックを作り、前の
ブロックの「縮小版」を次のブロックにも記録

複数のデータ

ブロック
前のブロックの

ハッシュ（縮小版）

複数のデータ

ブロック
前のブロックの

ハッシュ（縮小版）

複数のデータ

ブロック
前のブロックの

ハッシュ（縮小版）

ブロックチェーン

IoT機器の
信頼性向上

法人設立手続
電力取引の

自動化・効率化

自動車の
トレーサビ
リティ

本人確認手続 ・・・

【情報通信審議会で示された活用事例】
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・個人情報の適切な取扱いに配慮しつつ、パーソナ
ルデータの流通・活用を促進するため、情報信託機
能を活用したモデルケースの創出や、情報信託機能
の社会実装に必要なルール、制度等の検討に資する
実証事業等を実施する

【予算】 情報信託機能活用促進事業 ３．０億円（３０年度 ３．３億円）

６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）情報信託機能等によるパーソナルデータの利活用促進

データ主導時代におけるキャッシュレス化等のデータ流通・活用環境の整備や競争力強化方策の検討・実施

• モバイル端末を用いたキャッシュレス決済手段の、小規模店舗
を含めた広範な普及を図るため、QRコード決済等の技術仕様及
び業務プロセスの標準化と、低廉な手数料率での提供について
検証する実証等を行う

【予算】 モバイル決済モデル推進事業 ４．５億円【新規】

（２）モバイル決済モデル推進事業
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・放送分野におけるデータ利活用を進めるため、平成29年４月に行った「放送受信者等の個人情報保護に
関するガイドライン」の策定（「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」の全面改正）を踏まえ、
平成31年度においては各放送事業者等が収集・管理する視聴履歴のデータセットの標準化等について検
討し、平成32年度までに視聴履歴等の放送データの統合・集約手法及びユースケースを確立する

【予算】 データ利活用による放送サービス高度化推進事業 ０．５億円【新規】

６．あらゆる産業分野におけるIoT・AI等の徹底活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（３）放送分野におけるデータ利活用の推進

データ主導時代におけるキャッシュレス化等のデータ流通・活用環境の整備や競争力強化方策の検討・実施
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７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

地域におけるAI・RPA等の活用、ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀの取組支援、非識別加工情報の提供に係る仕組みの検証等を通じたﾃﾞｰﾀ活用の推進

・地域経済活性化や地域課題解決に資するオープン
データの利活用を促進するため、地方公共団体職
員向けのオープンデータ研修、民間ニーズと地方
公共団体保有データとの調整・仲介等を実施

【予算】 地域オープンデータ推進事業
４．５億円（３０年度 ３．２億円）

（２）地方公共団体におけるオープンデータの
取組支援

相談窓口調整・仲介

e-learning

全国各地でオープンデータに関
する必要な知見・技術を一気通
貫で習得できる研修を実施

研修コンテンツ

継続的にオープンデータの取組を
支援する環境を整備

54

・AI活用が進められていない行政分野（介護、災害
対応等）へのAI導入や未だ実現できていないクラ
ウドサービスとしてのAI導入について開発実証を
行うとともに、効果が実証された行政分野へのRPA
導入に対する補助を行うことにより、地方公共団
体におけるAI・RPA等革新的ビッグデータ処理技術
の導入を推進

（１）革新的ビッグデータ処理技術の導入促進

【予算】 革新的ビッグデータ処理技術導入推進事業
５．０億円【新規】



・地方公共団体の非識別加工情報の活用を推
進するため、地方公共団体から個人情報の
提供を受けて、非識別加工情報を作成し民
間事業者に提供する仕組みについて、デー
タ提供を効率的に処理するための方策等に
関する技術的課題の検証を実施

【予算】 地方公共団体の非識別加工情報の提供に係る仕組みの検証 ０．９億円（３０年度 ０．２億円）

７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（３）地方公共団体の非識別加工情報の提供に係る仕組みの検証

（出典）「地方公共団体が保有するパーソナルデータに関する検討会報告書」（H29.5.19）

《想定される非識別加工情報の活用事例》

地域におけるAI・RPA等の活用、ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀの取組支援、非識別加工情報の提供に係る仕組みの検証等を通じたﾃﾞｰﾀ活用の推進
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個人情報ファイル名 具体的な活用例

特別養護老人ホームの入所希望者
名簿（県）

地域における介護サービスへのニーズ分析

介護保険指定事業者等管理システ
ム（県）

地域における介護事業者の現状分析

国保給付データベース（市）
性別・年齢別給付実績を新たな生命保険商品の研究・開発に活
用

災害要援護者ファイル（市）
災害要援護者の地理空間的な可視化による防災計画や災害支援
へ活用

介護保険システム（市） 地域における介護保険の現状分析

介護保険システム（市）
調剤薬局が立地する地域住民のデータを把握することで、効率
的な設備投資や専門人材の配置が可能



・各都市・地域の課題解決を促進する
ため、共通するオープンなプラット
フォーム上で観光、防災等複数の分
野でデータを利活用してサービスを
提供するデータ利活用型スマートシ
ティの構築を推進

【予算】 ICTスマートシティ整備推進事業 ３．０億円（３０年度 ２．５億円）

７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１） データ利活用型スマートシティの推進

スマートシティや地域におけるIoT・AI等の実証・実装の推進
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・「地域IoT実装推進ロードマップ」の実現に向け、ICT/IoTの
実装を目指す地域を対象に、地方公共団体のICT/IoT実装に関
する計画策定への支援、実装事業への財政支援、地域情報化ア
ドバイザー派遣による人的支援など地域IoTの実装を総合的に
支援。実装を阻む「壁」を打破し、ICT/IoTの実装を日本全国
の各地域の隅々まで拡げ、地域経済の活性化や地域課題の解決
に大きく貢献

【予算】 地域IoT実装総合支援施策 ４．５億円（３０年度 ４．６億円）
地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）
地域情報化の推進（地方） ０．４億円（３０年度 ０．４億円）

７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（２）地域IoT実装総合支援 【地域IoT実装総合支援において対象とする分野】

スマートシティや地域におけるIoT・AI等の実証・実装の推進
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・地方公共団体からの求めに応じ、ICTに関する専門的な
知見やノウハウを有する専門家を派遣し、ICTの利活用に
関する助言等を実施

（３）地域情報化アドバイザー派遣事業

（４）自治体CIO等の育成強化

・地方公共団体におけるデータ活用の実効性の最大化やAI・
IoT等の活用に資するため、現在総務省が実施している地方公
共団体向け研修「自治体CIO育成研修」の研修手法、カリキュラ
ム及び教材等を抜本的に刷新

７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

スマートシティや地域におけるIoT・AI等の実証・実装の推進

【予算】 地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）の内数

【予算】 地域情報化の推進（本省） １．１億円（３０年度 １．０億円）の内数
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７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

ＡＩ

地域におけるビッグデータ・ＡＩ・ＩｏＴの活用を推進

ビッグ
データ

ＩｏＴ

AIを
活用した
解決策

データ

生産性
向上

人手不
足解消

・人口減少や地域経済活性化など、わが国が直面
する課題に対し、IoT・AI等の活用を通じて、地
場産業の生産性の向上をはじめとする様々な地
域課題の解決や障害者の就労支援等につなげる
新たなサービスを支援する施策を実施

スマートシティや地域におけるIoT・AI等の実証・実装の推進

（５）ＩｏＴ・ＡＩを活用した地域活性化（再掲）

【予算】 地域AI活用普及推進事業（地域AIプロジェクト） ４．０億円【新規】
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(a)医療・介護・健康分野のネットワーク化推進
ICTを活用した医療・介護・健康分野のネットワー

ク化を推進し、データ流通基盤を構築・高度化するた
め、技術課題の解決等の観点から、遠隔医療モデルの
構築、レセプトデータを活用した診療支援モデルの構
築、個人の生涯にわたる医療等のデータを時系列で管
理し、本人の判断のもと多目的に活用する仕組み
(PHR)におけるルール作りに資する実証事業を実施

(b)医療・介護・健康分野における先導的ICT利
活用研究推進

医療等分野における先導的なICT利活用（8K等高精
細映像データ利活用及びAI保健指導支援システム）の
研究を実施
※ AMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機構）
の事業として実施

【予算】 医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業
１２．０億円（３０年度 ６．０億円）

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）医療・介護・健康データ利活用基盤高度化の推進

地域の暮らしを支える医療・介護・健康、教育分野における遠隔・自動化プロジェクト等の推進

●８Ｋ内視鏡システム構築

異
常
検
出

●高精細映像データを活用した
AI診断支援システム構築

●AI保健指導支援
システム構築

自治体職員・
保健師

効果的
保健指導

健診・レセプト
データ

先進事例
データ

７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用
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７．地域のポテンシャルを引き出すICTの活用

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

・教育分野におけるクラウド化を推進した上で、
児童生徒等が用いる授業・学習系システムと、
教職員が用いる校務系システムとの安全かつ効
果的な情報連携方法等について、文部科学省と
連携しつつ実証し、データ利活用による教育の
高度化、教職員の事務の効率化等を促進

【予算】 スマートスクール・プラットフォーム実証事業
４．２億円（３０年度 ２．７億円）

地域の暮らしを支える医療・介護・健康、教育分野における遠隔・自動化プロジェクト等の推進

（２）教育分野におけるデータ活用の推進
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・通信・放送・郵便システム、防災／医療ICT、セキュリティ、電波システム等のICTインフラプロジェクト・
システムについて、①案件発掘（規制／ニーズの事前調査等）、②案件提案（官民ミッション・デモンスト
レーション）、③案件形成（整備計画策定・モデル事業実施等）といった展開ステージに合わせた支援の実施
により、海外展開を促進。

・対象国の総合的な課題解決に貢献し、我が国の強みを有する「質の高いICTインフラ」の輸出を加速させ、
「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2018」において目標としている「2020年のインフラシステム
受注約30兆円」に関して、ICT分野において貢献する。

【予算】 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 １８．０億円（３０年度６．４億円）
周波数の国際協調利用促進事業 １４．５億円（３０年度８．２億円）

８．海外展開・国際的な政策連携

ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）通信・放送・郵便システム、優れたワイヤレスシステム、防災／医療ICT等の海外展開

通信・放送・郵便ｼｽﾃﾑ、優れたﾜｲﾔﾚｽｼｽﾃﾑ、防災/医療ICT、放送ｺﾝﾃﾝﾂ、消防用機器等、統計、行政相談制度等の戦略的海外展開等
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主な政府の方針：

「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（平成30年６月15日閣議決定）

○ 海外展開の促進

2020年のインフラシステム受注約30兆円とい

う目標を達成し、我が国の経済成長の実現に

寄与する。



・放送コンテンツを制作する民間事業者等と、観光業、地場産業、自治体等の関係者が幅広く協力し、
インバウンド・アウトバウンドの拡大や地方創生等に資する放送コンテンツを制作、発信するととも
に、これと連動するプロジェクトを一体的に展開する取組の支援等を行う

・2020年度までに放送コンテンツ関連海外売上高を500億円に増加させることを目標
（未来投資戦略2018（平成30年６月15日閣議決定））

【予算】 放送コンテンツ海外展開強化事業 ２０．０億円（３０年度 ３．５億円）

８．海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（２）放送コンテンツの海外展開

通信・放送・郵便ｼｽﾃﾑ、優れたﾜｲﾔﾚｽｼｽﾃﾑ、防災/医療ICT、放送ｺﾝﾃﾝﾂ、消防用機器等、統計、行政相談制度等の戦略的海外展開等

日本経済の活性化／日本の魅力の発信

地域への
観光需要の増加

地域産品の
海外販路開拓

優れた技術・サービスを持つ
中小企業の海外展開

国際共同制作
・発信

放送

JAPAN

放送に連動
した取組

連動イベント／
プロモーション

関連商品の
販売

関連コンテンツの
展開

放送事業者

番組
製作会社

自治体
経済関連

団体

地場産業

関連産業

農業・食

観光

放送コンテンツと
他の業種・分野とが
連動した取組

音楽

他分野・
他産業
との連携

連動

在外公館・商工会
の活用

• 海外市場・ニーズの深掘り

• 国際共同制作や海外への
売り込みができる人材の育
成 等

海外展開の裾野拡大・
自走化のための環境整備
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８．海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（a）消防用機器等の国際動向への対応等

・各国ごとの動向に係る情報を収集するとともに、国際
規格・基準の分析、検討等を行うことにより、消防用
機器等の国際標準化の対応を推進

（b）日本規格に適合した消防用機器等の競争力の強化等

通信・放送・郵便ｼｽﾃﾑ、優れたﾜｲﾔﾚｽｼｽﾃﾑ、防災/医療ICT、放送ｺﾝﾃﾝﾂ、消防用機器等、統計、行政相談制度等の戦略的海外展開等

（３）消防用機器等の海外展開の推進

【ベトナムにおいて日本の規格認証制度を説明】

【予算】 国際消防防災フォーラムを活用した
消防防災インフラシステムの海外展開の推進

０．１１億円（３０年度 ０．０６億円）

【予算】 消防用機器等の国際動向への対応
０．１億円（３０年度 ０．１億円）

【予算】 日本規格に適合した消防用機器等の競争力強化
０．３億円（３０年度 ０．１億円）

【国際規格イメージ図】

【フォーラムにおいてマレーシア消防局長へ日本製品を紹介】

・日本製品の海外展開を推進するため、日本の規格・認証制度の
普及に関する取組や日本製品機器等の官民一体のセールスを実施
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８．海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

ベトナム、イラン、ウズベキスタン、タイとのＭＯＣ（協力覚書）に基づく協力事業
の実施や各国の公的オンブズマンとの連携を通じて、行政相談制度を海外に展開

【予算】 行政苦情救済制度国際交流事業 ０．２億円（３０年度０．２億円）

通信・放送・郵便ｼｽﾃﾑ、優れたﾜｲﾔﾚｽｼｽﾃﾑ、防災/医療ICT、放送ｺﾝﾃﾝﾂ、消防用機器等、統計、行政相談制度等の戦略的海外展開等

（４）統計の海外展開

（５）行政相談の海外展開

【予算】 公的統計における情報通信技術の国際展開 ０．６億円（３０年度０．４億円）

諸外国､特に開発途上国の関心が高いオンライン
調査システム等を容易に海外展開できるよう､現行
の政府統計共同利用システムを基に国際展開用統
計ICTシステム「e-Stat lite」を開発し､導入支援
することで､諸外国の統計の作成・提供の高度化に
寄与

オンライン調査
システム

政府統計の
総合窓口

・地図情報と統計ﾃﾞｰタ
を合わせて提供

統計GIS

・政府の保有している
統計ﾃﾞｰﾀを一元的に提供

・電子調査票を用いた
調査の実施

統計表管理
システム

統計情報
データベース

・政府が公表する電子媒
体の統計表を一元的に
管理・保存

・統計情報をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化
し、任意の統計表作成
や、各種ｸﾞﾗﾌを表示

e-Stat lite
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・海外において電気通信事業、放送事業
又は郵便事業等を行う者に対して資金の
供給、専門家の派遣その他の支援を行う
株式会社海外通信・放送・郵便事業支援
機構（JICT）を活用し、我が国の事業者
の海外展開を支援

・海外事業に伴うリスクを機構の支援に
よって軽減することで、我が国の事業者
の海外展開を後押しし、新興国を中心と
した世界の膨大なインフラ需要を取り
込むことにより、我が国経済の持続的な
成長に寄与

【予算（財投等）】株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（ＪＩＣＴ）を通じた日本企業の海外インフラ展開支援
産業投資１５０億円、政府保証１９０億円（長期１３０億円、短期６０億円）

（３０年度：産業投資７２億円、政府保証２４０億円（長期２４０億円））

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（６）海外通信・放送・郵便事業支援機構（ＪＩＣＴ）の活用

８．海外展開・国際的な政策連携
通信・放送・郵便ｼｽﾃﾑ、優れたﾜｲﾔﾚｽｼｽﾃﾑ、防災/医療ICT、放送ｺﾝﾃﾝﾂ、消防用機器等、統計、行政相談制度等の戦略的海外展開等
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・我が国の通信インフラを訪日外国人がより手軽に利用できるよう国際ローミング料金の低廉化に向け、
関心を有する国との二国間協議及び多国間協議を推進

８．海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）国際ﾛｰﾐﾝｸﾞ料金の低廉化

国際ﾛｰﾐﾝｸﾞ料金の低廉化や国際放送の実施による通信・放送分野の国際連携

・放送法の規定に基づき、必要な事項を指定して、ＮＨＫに国際放送を行うことを要請することにより、
我が国の文化、産業等の事情を海外へ紹介し、我が国に対する正しい認識を培うことによって、国際親
善の増進及び外国との経済交流の発展等を図るとともに、在外邦人に対して必要な情報を提供する

【予算】 日本放送協会交付金 ３５.４億円（３０年度 ３５．４億円）

（２）国際放送の実施
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G7イノベーション大臣会合
(2018年3月・カナダ)

OECDデジタル経済政策委員会（CDEP）
(2017年11月・2018年5月)

AI国際カンファレンス
［OECD・総務省共催］
(2017年10月・フランス)

AIネットワーク社会推進フォーラム
［総務省主催］ (2017年3月・東京)

G7情報通信大臣会合 (2016年4月・高松)

G7情報通信・産業大臣会合
(2017年9月・イタリア)

G7
（2019年フランス）

G7首脳会合
(同6月・カナダ)

G20貿易・デジタル経済大臣会合
(2019年6月・つくば)

・グローバルなデータ流通を促進することで、AIを通じたデータ利活用の便益を向上させ、
新たなイノベーションや世界の様々な課題解決を実現

・一方、個人情報保護、サイバーセキュリティ等の観点や政治・経済の保護主義的な流れを受け、
政府がデータ流通を制約する動きが顕在化

・開放的で公正な市場環境を構築し、過度の規制によりイノベーションが阻害されることが
ないよう、G7/G20等を通じてグローバルな共通認識を形成

８．海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現

（１）グローバルな制度・政策枠組み構築のためのICT国際連携

（a）データ流通の促進とAIによるイノベーション

2019年G20貿易・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済大臣会合に向けた、AI・ﾃﾞｰﾀ流通等ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな制度・政策枠組み構築のためのICT国際連携

【予算】G20貿易・デジタル経済大臣会合開催経費 １．８億円【新規】
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・AIネットワーク化の進展を見据え、産
学官民のマルチステークホルダーから構
成される「AIネットワーク社会推進会
議」を開催し、『国際的な議論のための
AI開発ガイドライン案』（2017年7月公
表）や『AI利活用原則案』（2018年7月
公表）などを検討
・G7情報通信大臣会合（2016年4月高
松）で日本から提案したAIの開発・利活
用に関する国際協調に向け、「人間中心
のAI社会原則検討会議」（2018年4月、
人工知能技術戦略会議の下に設置）と連
携しつつ、G7・G20・OECD等の国際的な
議論を主導

８．海外展開・国際的な政策連携

（２）人間中心のAI開発・利活用に関する国際協調

2019年G20貿易・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済大臣会合に向けた、AI・ﾃﾞｰﾀ流通等ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな制度・政策枠組み構築のためのICT国際連携

Ⅱ ICTのアグレッシブな導入によるSociety5.0の実現 69



・ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方「テレワーク」を地方の中小企業も含め全
国規模で推進するための各種施策に取り組む

・具体的には、専門家の派遣、セミナーの開催、普及拡大の担い手育成を目的とした講習会の開催及び
ワークブックの作成、先進事例の収集及び表彰、「テレワーク・デイズ」、「テレワーク月間」等を通
じた普及啓発、地域全体でのテレワーク導入を支援する「まちごとテレワーク」、サテライトオフィス
の活用促進のための調査、障害者の就労支援に資するテレワーク環境の整備等を実施

【予算】 テレワーク普及展開推進事業 ６.０億円【新規】

９．働き方改革と女性の活躍促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（１） テレワークの全国的な普及展開の推進

国民一人一人の働き方を変えるテレワークの推進

※テレワーク：「tele＝離れたところで」と「work＝働く」をあわせた言葉
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・地方公務員の臨時・非常勤職員について、
特別職非常勤職員及び臨時的任用職員の任
用要件を厳格化するとともに、一般職非常
勤の「会計年度任用職員」制度を創設。こ
の新たな制度に移行することにより、任
用・服務の適正化を図るとともに、会計年
度任用職員に対し｢期末手当｣を支給可能と
する地方公務員法等の改正法を平成29年５
月に公布

【予算】 会計年度任用職員制度の円滑な制度導入に向けた支援経費 ０.１億円（３０年度 ０．２億円）

９．働き方改革と女性の活躍促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（１）臨時・非常勤職員の適正な任用・勤務条件の確保

地方公務員の働き方改革等の推進

「会計年度任用職員」制度への移行

期末手当が支給可能

「
会
計
年
度
任
用
職
員
」
制
度
へ
移
行

要
件
の
厳
格
化

・法施行（平成32年４月１日）までに、統一的な「会計年度任用職員」制度を、原則全ての地方公共団
体で整備。このため、各地方公共団体において円滑な制度導入ができるよう、改正法の運用上の留意
事項その他の円滑な施行のために必要と考えられる事項について、「会計年度任用職員制度の導入等
に向けた事務処理マニュアル」を平成29年８月に提供し、全ての都道府県において説明会を開催。今
後、制度導入に関する準備状況の把握とそれに対する助言等により、引き続き地方公共団体の円滑な
制度導入に向けた支援を行い、臨時・非常勤職員の適正な任用・勤務条件の確保に向けて必要な取組
を推進
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・地方公共団体における女性職員の活躍・働き方改革の推進に向け、各地方公共団体の実情に
即した主体的かつ積極的な取組を支援

①戦略的な広報・情報発信の充実
 女性活躍・働き方改革に関する先進的な取組事例の紹介
 実践的取組手法について調査研究を行うほか、地方公共団体間の意見交換を促進

②女性地方公務員の人材育成を推進
 自治大学校における女性向け幹部登用研修等の実施
 自治大学校の各種研修課程における「女性活躍・働き方改革」に関する講義の実施

【予算】 女性地方公務員の活躍・働き方改革推進に向けた戦略的広報・情報発信
０．２億円（３０年度 ０．１億円）

９．働き方改革と女性の活躍促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（２）地方公共団体における女性職員の活躍・働き方改革の推進

地方公務員の働き方改革等の推進

採用者に占める女性の割合
本庁課長相当職に占める

女性の割合
本庁課長補佐相当職に占める

女性の割合
本庁係長相当職に占める

女性の割合
男性の育児休業取得率

都道府県 40％（35.3%） 15％（9.8%） 25％（18.4%） 30％（22.2%）
13％（3.6%）

市町村 ー 20％（16.9%） 30％（28.1%） 35％（33.5%）

(参考)国 ー 7％（4.4%） 12％（10.1%） 30％（24.2%) 13%（8.2％）

第4次男女共同参画基本計画における女性職員の採用・登用目標（平成32年度末）

※括弧内は平成29年4月時点における現状値（採用者に占める女性の割合及び男性の育児休業取得率は平成28年度末時点）
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（a）女性消防吏員の更なる活躍推進

（１）消防防災分野における女性の活躍促進

（b）消防団への女性や若者等の加入促進

【女性消防吏員の採用ポスター】

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

９．働き方改革と女性の活躍促進
消防防災分野における女性の参画拡大・人材育成

【予算】 企業・大学等との連携による女性・若者等の
消防団加入促進支援事業 （後掲）

１．２億円（３０年度 １．２億円）

・消防吏員を目指す女性を増加させるため、女子学生を対象とした
職業説明会の開催や各種広報媒体の発行、アドバイザーの派遣を行
うとともに、消防本部が行う先進的な取組を支援

・女性や若者等の入団を促進するため、女性分団の新設に要する
経費等を支援するなど、地方公共団体が地域の企業や大学と連携
して消防団員を確保する取組を支援するとともに、全国女性消防
団員活性化大会や地域防災力向上シンポジウム等を開催

【予算】 女性消防吏員の更なる活躍推進
０．７億円（３０年度 ０．５億円）

【予算】 女性消防団員活性化大会
０．２億円（３０年度 ０．２億円）

【予算】 女性消防団員等の活躍加速支援事業
０．４億円（３０年度 ０．４億円）
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・本格的なIoT、AI時代の到来に備え、21世紀型スキル（※）を習得し、単純・定型化された業務等の
AI、ロボットによる代替による就業構造の転換に対応する観点から、地域で子供・学生、社会人、
障害者、高齢者等がモノづくり、デザイン、ロボット操作、ゲーム、音楽等を楽しく学び合う中で、
プログラミング等のICTに関し世代を超えて知識・経験を共有する仕組みとして「地域ICTクラブ」を
整備。
地域におけるヒト、モノ、カネの各資源を活かし、地域の特性等に応じた様々なタイプの
モデル実証を行い、全国への横展開を推進。
また、高齢者と社会人、子供等の学び合いによる各々の知見の共有、障害者に対する理解の促進、

社会人等に対するリカレント教育なども期待

※21世紀型スキル：創造性、論理的思考、コミュニケーション能力、ICTリテラシー等の、21世紀に活躍でき
る人材が持つべき能力

【予算】 地域ICTクラブ普及推進事業 ３．８億円（３０年度 １．５億円）

10．全ての人にやさしいICT利活用環境の整備（スマートインクルージョン構想の推進）

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（１）地域ICTクラブの展開

地域ICTクラブの整備等やICT活用推進委員制度の仕組みの検討
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10．全ての人にやさしいICT利活用環境の整備（スマートインクルージョン構想の推進）

・本格的なIoT・AI時代の到来に向け、高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）がIoT、AI時代において
も取り残されることなく、ICT機器を利活用し、より豊かな生活を送ることができるようにすることが必要で
ある。このため、高齢者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人からICTを学べる環境を整備
するため、 「ICT活用推進委員（仮称）」制度の仕組みに関し、必要な調査・検証を行う

【予算】 障害者・高齢者のためのインクルーシブ社会推進事業 ３．５億円の内数【新規】

Level up!

ICTに不慣れな高齢者から、
積極的に活用する高齢者へ！

ＩＣＴ活用推進委員（仮称）

委員を支えるサポート組織ＩＣＴ機器に関する
最新情報ポータルサイト

候補となる人材

ＩＣＴ活用推進委員

自宅訪問や電話等で直接相談を受けるほか、高齢者に
馴染み深いテレビを利用した遠隔相談も実施

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（２）ICT活用推進委員（仮称）制度の仕組みの検討

地域ICTクラブの整備等やICT活用推進委員制度の仕組みの検討
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・デジタル・ディバイドを解消し、高齢者・障害者を含む誰も
がICTの恩恵を享受できる情報バリアフリー社会を実現する
ため、高齢者・障害者に配慮した通信・放送サービス等の開
発・提供を促進

【予算】 通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援事業
４．０億円（３０年度１．０億円）

学び

健康管理

行政手続
買い物・資
産管理

デジタル・ディバイドの解消
（ICTの恩恵を享受）

地域活動

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

10．全ての人にやさしいICT利活用環境の整備（スマートインクルージョン構想の推進）
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・視聴覚障害者等向けテレビジョン放送の充実を図ることにより、放
送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現するため、
① 字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費等に対する助成
を実施

② 字幕が付与されていない放送番組に対して、スマートフォンや
タブレットのアプリケーションやセットトップボックス等によっ
て字幕を自動生成するための技術等の実用化に対する助成を実施

字幕がない放送番組でも ＞〇〇川が警戒水域を超
え、氾濫のおそれがあります

スマートフォンやタブレットで
字幕を自動生成

字幕がないと･･･

Ｓ
Ｔ
Ｂ

○○川が警戒水域を超え、
氾濫のおそれがあります。

各視聴者宅

ＳＴＢを使って
テレビ画面に字幕を表示

字幕がない
放送番組でも･･･

天気の状況が
心配だわ。
避難すればい
いのかしら？

スマートフォンやタブレットで
字幕を自動生成

○○川が警戒水域を超え、
氾濫のおそれがあります。

なるほど！
今後の避難情報に
注意しないと
いけないわ。

○情報を取得できない視聴者が発生 ○字幕付与により情報を分かりやすく伝達

字
幕
が
な
い
放
送
番
組
で
も

＞
〇
〇
川
が
警
戒
水
域
を
超

え
、
氾
濫
の
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す

ス
マ
ー
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字
幕
を
自
動
生
成

高齢者、障害者等を支援するための当事者参加型の先端技術の開発強化や字幕番組等の制作促進等

（１）情報バリアフリーの促進

【予算】 ①字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促進
１０．０億円（３０年度 ４．０億円）

②視聴覚障害者等のための放送視聴支援事業
０．８億円（３０年度 ０．３億円）



・ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方「テレワーク」を地方の中小企業も含め全
国規模で推進するための各種施策に取り組む

・具体的には、専門家の派遣、セミナーの開催、普及拡大の担い手育成を目的とした講習会の開催及び
ワークブックの作成、先進事例の収集及び表彰、「テレワーク・デイズ」、「テレワーク月間」等を通
じた普及啓発、地域全体でのテレワーク導入を支援する「まちごとテレワーク」、サテライトオフィス
の活用促進のための調査、障害者の就労支援に資するテレワーク環境の整備等を実施

【予算】 テレワーク普及展開推進事業 ６.０億円【新規】

10．全ての人にやさしいICT利活用環境の整備（スマートインクルージョン構想の推進）

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（２） テレワークの全国的な普及展開の推進（再掲）

※テレワーク：「tele＝離れたところで」と「work＝働く」をあわせた言葉

高齢者、障害者等を支援するための当事者参加型の先端技術の開発強化や字幕番組等の制作促進等
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10．全ての人にやさしいICT利活用環境の整備（スマートインクルージョン構想の推進）

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

・人口減少や地域経済活性化など、わが国が直面
する課題に対し、IoT・AI等の活用を通じて、地
場産業の生産性の向上をはじめとする様々な地
域課題の解決や障害者の就労支援等につなげる
新たなサービスを支援する施策を実施

【予算】 地域AI活用普及推進事業（地域AIプロジェクト） ４.０億円【新規】

ＡＩ

地域におけるビッグデータ・ＡＩ・ＩｏＴの活用を推進

ビッグ
データ

ＩｏＴ

AIを
活用した
解決策

データ

生産性
向上

人手不
足解消

（３）ＩｏＴ・ＡＩを活用した地域活性化等（再掲）

高齢者、障害者等を支援するための当事者参加型の先端技術の開発強化や字幕番組等の制作促進等
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・行政機関等の間での情報連携において基盤となる情報提供ネットワークシステムの設置・管理、地方公
共団体において情報連携を行うに当たって必要となる情報システムの整備についての支援等を実施

【予算】情報提供ネットワークシステムの設置・管理等に係る経費 １１８．２億円（３０年度 ７２．３億円）

11．マイナンバー制度の円滑な運用とマイナンバーカードの利活用の促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（１）マイナンバー制度の円滑な運用

（a）情報提供ネットワークシステムの設置・管理等

マイナンバーカード制度の円滑な運用
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・マイナンバーカードの円滑かつ安定的な発行等を実施

【予算】個人番号カード交付事業費補助金 １４７．３億円（３０年度 １２７．６億円）
個人番号カード交付事務費補助金 ６１．０億円（３０年度 ７０．５億円）

（b）マイナンバーカードの円滑な発行等



11．マイナンバー制度の円滑な運用とマイナンバーカードの利活用の促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

マイナンバーカード・公的個人認証サービス・電子委任状等の利活用促進

（１）マイナンバーカード・公的個人認証サービス等の利活用推進

・マイナンバーカード及び公的個人認証サービスの電子証明書の普及促進のため、電子証明書を利用
可能な端末やさらなる利活用シーンの拡大に向けた取組を実施

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生
0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（２）行政手続における電子委任状提出のワンスオンリー化

・電子委任状を行政手続上で活用すべく、各種手続における
委任事項等の標準化を行うとともに、マイナンバーカード
を用いて電子委任状を発行・利用する際の仕様の検討を行
い、委任状提出のワンスオンリー化を実現する

【予算】 電子委任状活用促進事業 ２．０億円【新規】
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【予算】 マイナンバーカード利活用（公的個人認証サービスの海外
利用）等に要する経費

２．４億円（３０年度 ０．２億円）

電子証明書のスマートフォンへの格納に要する経費
１．７億円（３０年度 ０．８億円）

公的個人認証サービス利活用推進事業
５．５億円（３０年度 １．１億円）



・マイナンバーカードと実証稼働中のマイ
キープラットフォームと自治体ポイントの
活用により、クレジットカード等のポイン
トを合算し、地域におけるキャッシュレス
化推進の仕組みを全国各地に導入・展開
① 実証稼働中の自治体ポイント管理クラ
ウドの機能として、以下の新しいポイン
ト購入手段を追加することによって地域
におけるキャッシュレスの推進を図る
(1) クレジットカード支払で自治体ポイ
ントを取得

(2) 銀行口座から振替・振込等で自治体
ポイントを取得

② 地域におけるキャッシュレスの推進を
図るため、①により追加された機能を実
証稼動中のマイキープラットフォーム等
に実装の上、全国での利用に向けて実証
事業を展開

【予算】 マイナンバーカードを活用した地域のキャッシュレス推進を伴う地域経済好循環拡大への取組
９．３億円（３０年度 ４．７億円）

11．マイナンバー制度の円滑な運用とマイナンバーカードの利活用の促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（１）マイナンバーカードを活用した地域のキャッシュレス推進を伴う地域経済好循環拡大への取組

マイナンバーカードを活用した地域のキャッシュレス推進を伴う地域経済好循環拡大への取組

自治体ポイント
管理クラウド

自治体の既存のポイントサービス

・地域で使う
美術館・博物館等
地域商店街等商店
バス等の公共交通機関 等

・観光で使う
観光振興
（アンテナショップ含む） 等

・オンラインで使う
オンラインで地域の産物購入
クラウドファンディング 等

利用者

ボランティアポイント、健康ポイント・・・

自治体ポイント管理システム

職員
ポイント付与
支援業務

①
自
治
体
に

よ
る
ポ
イ
ン
ト

付
与

自治体ポイント
を活用して
様々な決済

マイキーID 自治体コード
自治体
ポイント

A0123456
14130 (α市) 4,000

13116 (β市) 5,000

C0567891
14130 (α市) 12,000

17009 (γ市) 1,000

・・・・・・・・ ・・・・・・・・

マイナンバーカード

応援ポイント
会 社

・クレジットポイント

・航空マイル など

金融機関

各社のポイント
システム

ポイント口座の開設
（マイキーIDの設定）

ポイントの使途
（自治体が定める）

（クラウド利用のメリット）

・経費率を激減させ自治体ポイントの還元率を向上

・地域経済応援ポイントを受け入れ、自治体ポイント
として利用可能

・①②③の各種ポイントを合算可能

③クレジットカード支払等で
自治体ポイントを取得

②各社のポイントを地域経済応援
ポイントとして自治体ポイントに変換

・クレジットカード支払

・銀行口座からの振
替・振込等

①＋②＋③

キャッシュレスの推進
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郵便局を国民生活の安心・安全の拠点として活用
するため、業務・組織の改善について適切な指導・
監督を行う。

郵便の近代化・高度化に
取り組む国々に
提供・輸出

日本型
郵便インフラシステム

• 業務ノウハウ
• 関連機器
• 郵便を活用したビジネス

銀行窓口 保険窓口

郵便窓口
あまねく全国において

公平に利用

(a) 郵便局の活用の促進

(b) ユニバーサルサービスの確保

・郵便局を国民生活の安心・安全の拠点として活用するため、
利用者の目線に立った新たな事業の展開及び郵便局の利便性
の向上を促進

・郵政事業の公益性及び地域性が十分に発揮されるよう、郵便
局ネットワークを活用

・改正郵政民営化法の規定を踏まえ、郵政三事業のユニバー
サルサービスが着実に提供されるよう、適切に指導・監督

・ユニバーサルサービスを将来にわたって安定的に確保する
ための制度の適切な実施及び方策の検討

(c) 日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進
・郵便・郵便局の近代化・高度化に意欲のある国に対して、
日本の郵便の優れた業務ノウハウや関連機器をインフラ
システム全体として提供・輸出することにより、各種ビジ
ネスを創出

【予算】 ICT国際競争力強化パッケージ支援事業
１８億円の内数（３０年度 ６．４億円の内数）

【予算】 郵便局活性化推進事業（郵便局×地方自治体等×ＩＣＴ）
１．５億円【新規】

12．国民生活の安心・安全の拠点としての郵便局の活用の促進

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

ユニバーサルサービスの確保、利用者の目線に立った新たな事業展開、郵便局の利便性向上の促進

（１）ユニバーサルサービスの確保、利用者の目線に立った新たな事業展開、
郵便局の利便性向上の促進
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・恩給請求について適正・迅速な処理を行うとともに、丁寧な相談対応等により受給者サービスの向上
を図る

・受給者の生活を支えるため、適切な年額水準を確保

【予算】 恩給支給事業 ２，０２７.８億円（３０年度 ２，３８１．６億円）

13．恩給の適切な支給

Ⅲ 暮らしやすく働きやすい社会の実現

（１）受給者の生活を支える恩給の支給

■ 恩給電話相談の模様

恩給の適切な支給
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・東日本大震災により被害を受けた消防庁舎や無線施設等の消防
防災施設・設備の早期復旧を支援

14．東日本大震災等からの復興

（１）被災地における消防防災施設の復旧への支援

被災地における消防防災体制の充実強化

（２）被災地における消防活動の支援

・避難指示区域における大規模林野火災等の災害に対応するため
の消防活動等を支援

【消防庁舎復旧事業】
大船渡地区消防組合大船渡消防署

三陸分署綾里分遣所

＜福島県・県内消防本部＞

ヘリ・消防車両等による活動

福島県

＜福島県外の都道府県＞

ヘリによる活動

大規模な林野火災等が発生した場合

避難指示区域

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

【予算】 消防防災施設災害復旧費補助金 １８．１億円（３０年度 １４．３億円）
【予算】 消防防災設備災害復旧費補助金 ４．１億円（３０年度 ０．７億円）

【予算】 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金
４．０億円（３０年度 ２．０億円）

①避難指示区域の消防活動に伴い必要となる
消防車両等の整備等を支援

②福島県内消防本部の消防車両等及び福島県外からの
ヘリコプターによる消防応援活動に要する経費を支援

③福島県内外の消防本部等の消防応援に係る
訓練の実施に要する経費を支援
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（a）被災自治体に対する人的支援

・東日本大震災、熊本地震、九州北部豪雨、平成30年７月豪雨の被災地において、復旧・復興事業
に対応するため、全国の地方公共団体に対して職員派遣に係る一層の協力を働きかけ、被災市町
村の任期付職員の採用支援等を行うなど、地方三団体と連携して、人的支援を推進

（b）東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の確実な確保

・東日本大震災の復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源
を確実に確保

14．東日本大震災等からの復興

【予算】震災復興特別交付税 事項要求 （３０年度３，２５７億円）

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

（１）復旧・復興の着実な推進

復旧・復興の着実な推進
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・東日本大震災からの復興に向けた新たな街づくり
に併せて、超高速ブロードバンド、放送の
受信環境、公共施設等向け通信基盤・システム等
のICT基盤の整備を支援

【予算】 被災地域情報化推進事業
０．５億円（３０年度 ０．２億円）

14．東日本大震災等からの復興

（１）復興街づくりにあわせたICT基盤整備

ICTによる復興の推進

（２）ICT基盤の復旧への支援

・東日本大震災により被災した地域の超高速
ブロードバンドサービス施設、ケーブルテレビ等
の有線放送施設、公共施設間を結ぶ地域公共ネッ
トワーク施設等のICT基盤の復旧を支援

【予算】 情報通信基盤災害復旧事業
０．５億円（３０年度 ０．２億円）

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興 86



15．災害に強いまちづくりと公共施設等の老朽化対策等の適正管理の推進

（１）地方公共団体等の災害対応能力の強化

地方公共団体等の災害等対応能力・応援体制の強化

（２）防災情報の伝達体制の強化

（a）災害時の情報伝達体制の強化
・地方公共団体における戸別受信機等の災害情報伝達手段の整備を促進するため、
通信等の技術に関するアドバイザーを派遣するとともに、複数の伝達手段を
確保するなど防災情報の効果的な伝達方法等について検討

（b）消防防災通信体制の強化

・大規模災害に備え、より多くの消防防災ヘリコプターからの
映像の同時送受信等を可能とするため、機器の改修を実施

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

・受援計画、業務継続計画及び住民参加による地域ごとの津波避難計画の策定を支援
【予算】 受援計画、業務継続計画及び津波避難計画の策定支援 （後掲）

０．１億円（３０年度 ０．０２億円）

【予算】 災害時の情報伝達体制の強化 （後掲）
０．４億円（３０年度 ０．４億円）

【予算】 ヘリサットシステムの高度化
０．１億円（３０年度 ０．２億円）

・大規模地震、豪雨等の自然災害が多発する状況を踏まえ、地域に
おけるJアラートの活用の実態を調査しつつ、さらなる有効な活用方策や
システム高度化に係る検討を実施
【予算】 Jアラートの運用・保守 （後掲）

４．０億円（３０年度 ４．３億円）
【予算】 Jアラートの充実強化に係る調査検討 （後掲）

０．４億円【新規】

【Jアラート発信イメージ図】

 

衛星  

被災地

【ヘリサット映像受配信イメージ図】
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（３） G20及び2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等に向けた安心・安全対策の推進

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

地方公共団体等の災害等対応能力・応援体制の強化

15．災害に強いまちづくりと公共施設等の老朽化対策等の適正管理の推進

【予算】 国民保護共同訓練の充実強化 １．１億円（３０年度 １．３億円）

・G20及び2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等に
おける消防・救急体制に万全を期すため、応援体制の構築及び
NBC等テロに対応するための資機材等を整備

【予算】 G20及び2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等
の開催に向けたテロ対策対応装備等による消防・救急体制の構築 １７．３億円（３０年度 ０．０４億円）

【予算】 消防大学校の訓練の充実によるNBC災害等に対する対応能力の向上 １．３億円【新規】

・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模
イベント開催を控え、テロへの対処能力の向上のため、
国民保護共同訓練を実施するとともに、地方公共団体による
避難実施要領の作成を推進

【国と地方公共団体の共同訓練】

【伊勢志摩サミット消防特別警戒】

＜ターニケット＞
＜陽圧防護衣

＞
＜除染テント＞ ＜化学剤検知器・同定装置

＞

【テロ対策対応装備等】

【予算】 オリンピック・パラリンピックを見据えた国民保護体制の整備に
関する調査検討 ０．２億円【新規】
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【予算】 地方公共団体の応援・受援体制の整備のための訓練実施 ０．２億円（３０年度 ０．２億円）

（４）大規模災害時における被災市区町村への人的支援

「被災市区町村応援職員確保システム」の円滑な運用

・ 大規模災害発生時に、全国の地方公共団体の
人的資源を最大限に活用して被災市区町村を支援
するための全国一元的な応援職員派遣の仕組みの
円滑な運用に向けた取組を実施

・ 被災市区町村の首長への助言等を通じて、
被災市区町村が行う災害マネジメント（※）を支
援する「災害マネジメント総括支援員」の登録・
派遣等の円滑な実施

※災害対応のノウハウ、推進体制の整備などの管理マネジメント等

被災都道府県

応援
地方公共団体

被災市区町村

マンパワー
の不足

総務省

指定都市市長会

全国町村会

全国市長会

全国知事会

派遣の調整等

派遣

ニーズの把握等

マネジメント
能力の低下

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

15．災害に強いまちづくりと公共施設等の老朽化対策等の適正管理の推進
89

地方公共団体等の災害等対応能力・応援体制の強化／
公共施設等の集約化・複合化、長寿命化、未耐震の本庁舎の建替え等の推進

（５）公共施設等の集約化・複合化、長寿命化、未耐震の本庁舎の建替え等の推進

・公共施設等の集約化・複合化、長寿命化、災害時に災害対策の拠点となる未耐震の本庁舎の建替え・
耐震改修等の地方公共団体の公共施設等の老朽化対策等の適正管理を推進



16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備
平成30年7月豪雨や大阪北部地震等の大規模災害を踏まえた消防防災体制の強化

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

（１）平成30年7月豪雨や大阪北部地震等の大規模災害を踏まえた
消防防災体制の強化
・浸水した地域での救助に活用するボートや、ガレキ・ぬかるみ等の
悪路や冠水箇所でも走行可能な水陸両用バギー、救助や道路啓開を
行うための重機などの装備を充実させ、大規模な地震や豪雨等に対
応した消防防災体制の強化を推進
【予算】 津波・大規模風水害対策車（救命ボート・バギー搭載）の整備（後掲）

２．２億円（２９年度補正 ４．２億円）
【予算】 救命ボート等の整備 （後掲） ０．６億円【新規】
【予算】 拠点機能形成車の整備 （後掲） ２．６億円（２９年度補正 ７．４億円）
【予算】 重機及び重機搬送車の整備 （後掲） ０．７億円【新規】
【予算】 映像伝送システムの整備 （後掲） ０．４億円【新規】

【ボートによる救助（岡山県倉敷市）】

【重機によるガレキ撤去
（広島県広島市）】

【バギーによる捜索救助（広島県広島市）】

【津波・大規模風水害対策車】【拠点機能形成車】【大型エアテント】 収納

大型エアーテントやトイレ等
の長期間の消防応援活動
に対応した資機材を搭載

ボートやバギー等
の津波や大規模

風水害による対応
した資機材を搭載
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・大規模な地震や豪雨等に対応するため、救助技術の高度化や専門的知見・
技術を有した職員の育成等について検討

【予算】 救助技術の高度化・普及の推進 ０．３億円（３０年度 ０．１億円）



・科学技術を活用することによる、大規模な地震や豪雨等に対応した消防防災体制の強化

【ドローンによる情報収集能力の向上】

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備
平成30年7月豪雨や大阪北部地震等の大規模災害を踏まえた消防防災体制の強化

【予算】 ドローン等を活用した画像分析等による災害（土砂災害等）時の消防活動
能力向上に係る研究開発（後掲） ０．５億円（３０年度 ０．１億円）

【予算】 危険物の事故・災害の抑止に係る研究開発（石油タンクを対象とした
地震津波被害シミュレータ等） （後掲）０．６億円（３０年度 ０．３億円）

・地方公共団体の受援計画等の策定支援や、豪雨災害時における住民の主体的な
情報収集や避難行動を促進するための取組を実施

・災害時の効果的・効率的な情報収集に資するドローンの運用に関する
アドバイザーの育成研修等を福島ロボットテストフィールドにおいて実施

【予算】 ドローン運用アドバイザー育成研修等 ０．１億円【新規】

【予算】 平成30年7月豪雨を受けた住民避難に係る取組 （後掲）
０．１億円【新規】

【予算】 受援計画、業務継続計画及び津波避難計画の策定支援 （再掲）
０．１億円（３０年度 ０．０２億円）

・豪雨災害時における防災情報伝達に関する奏功事例を踏まえて多様な防災情報
の伝達手段の整備を促進
【予算】 平成30年7月豪雨を受けた防災情報伝達手段の整備促進 （後掲）

０．１億円【新規】

【受援体制の整備】
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・大規模な豪雨災害に対応した危険物施設の安全対策を推進するため、
「豪雨対策ガイドライン」を作成

【予算】 危険物施設の長期使用を踏まえた安全対策 （再掲）

０．６億円（３０年度 ０．２億円）



（１）緊急消防援助隊の充実

緊急消防援助隊の充実・消防の広域化の推進等による消防力の強化及び火災予防対策の推進

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備

・大規模かつ迅速な部隊投入を可能とする体制を充実させるため、
車両・資機材等を整備 ※平成30年4月1日時点 5,978隊

【予算】 緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練の実施
０．９億円（３０年度 ０．８億円）

【予算】 緊急消防援助隊設備整備費補助金 ４９．０億円（３０年度 ４９．０億円）

【緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練】

・緊急消防援助隊の技術及び連携活動能力を向上させるため、
「緊急消防援助隊基本計画」に基づき、緊急消防援助隊の
地域ブロック合同訓練を実施

・南海トラフ地震等の大規模災害に備えるため、緊急消防援助隊の
機動力や後方支援体制等を強化

【予算】 津波・大規模風水害対策車（救命ボート・バギー等搭載）の整備 （再掲）
２．２億円（２９年度補正 ４．２億円）

【予算】 救命ボート等の整備 （再掲） ０．６億円【新規】
【予算】 拠点機能形成車の整備 （再掲） ２．６億円（２９年度補正 ７．４億円）
【予算】 重機及び重機搬送車の整備 （再掲） ０．７億円【新規】
【予算】 映像伝送システムの整備 （再掲） ０．４億円 【新規】

【重機搬送車】

92



（２）消防の広域化の推進等

【街区訓練ユニット（イメージ）】

【救急安心センターのイメージ図】

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備
緊急消防援助隊の充実・消防の広域化の推進等による消防力の強化及び火災予防対策の推進

（a）広域化等による常備消防の充実強化
・各地域の多様な消火・救急・救助ニーズに的確に対応するため、
消防の広域化や消防業務の一部の連携・協力など、地域の実情
に応じた柔軟な対応を推進

（b）救急体制の確保

・救急車の適正利用を促すため、救急安心センター事業（#7119）の
全国展開を推進

【予算】 市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進
０．４億円（３０年度 ０．２億円）

【予算】 実践的な訓練施設の充実のための街区訓練ユニット等の整備
０．４億円（３０年度 ０．５億円）

・住民生活の安心・安全を確保するため防火水槽などの消防防災施設の整備を促進

【予算】 消防防災施設整備費補助金 １３．３億円（３０年度 １３．２億円）

【予算】 #7119の全国展開等による救急需要対策の更なる充実強化
０．２億円（３０年度 ０．２億円）

・携帯電話等からの119番の増加や海外で新たな位置情報システムの導入が
進んでいること等を踏まえた、緊急通報時の位置情報通知システムの
高度化等について検討

【予算】 次世代の119番緊急通報に関する検討 ０．３億円（３０年度 ０．２億円）
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（a）火災予防対策の推進

（３）火災予防対策の推進

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備
緊急消防援助隊の充実・消防の広域化の推進等による消防力の強化及び火災予防対策の推進

・木造密集地域における飲食店等の大型こんろからの出火を
防止するための自動消火装置等の安全対策を検討

【予算】 木造密集地域における飲食店等の防火安全対策の検討
０．１億円（３０年度 ０．１億円）

【予算】 火災予防の実効性向上、違反是正推進による安心・安全の確保
１．０億円（３０年度 １．０億円）

・各種建築物等における防火・防災安全の実態調査などによる
火災予防の実効性向上及び規制体系の検証・見直しや立入検査
による消防法令に係る違反是正等を推進

【自動消火装置イメージ図】

【延焼の様子】

【H29.5月
北九州市共同住宅火災】

【H27.10月
広島市飲食店火災】
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Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備
緊急消防援助隊の充実・消防の広域化の推進等による消防力の強化及び火災予防対策の推進

【予算】 石油コンビナート等における防災・減災対策
２．０億円（３０年度 １．２億円）

（b） 危険物施設等の安全対策の推進

・高経年化による腐食・劣化等を原因とする事故件数の増加
を踏まえ、危険物施設の安全対策のあり方について検討

【予算】 危険物施設の長期使用を踏まえた安全対策
０．６億円（３０年度 ０．２億円）

・石油タンクの地震被害高精度予測などの技術を活用することにより、
石油コンビナート等における災害対策の充実強化を推進

【石油コンビナート等自衛防災組織による防災訓練】

セルフSSにおける安
全かつ効率的な監視
体制の確立

多様な燃料に対応で
きるマルチステー
ションの実現

多様な供給手法の
実現

敷地利用の柔軟化

【過疎地域等の燃料供給インフラの維持に向けた検討例】

・過疎地域などの地域特性を踏まえた新しい燃料供給体制の
構築を見据え、給油取扱所の安全対策のあり方について検討

【予算】 過疎地域等の燃料供給インフラの維持に向けた安全対策
０．２億円【新規】
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（a）消防防災に係る技術研究・開発の促進

（４）科学技術の活用による消防防災力の強化

（b）技術研究開発による消防防災体制の整備

高水圧駆動カッターの研究開発

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備
緊急消防援助隊の充実・消防の広域化の推進等による消防力の強化及び火災予防対策の推進

・新たな技術の研究開発に対する支援に加え、製品化に係る取組に
ついても支援することにより、実用化を推進

【予算】 消防防災科学技術研究推進制度
１．９億円（３０年度 １．３億円）

【予算】 ドローン等を活用した画像分析等による災害（土砂災害等）時の
消防活動能力向上に係る研究開発 （再掲）

０．５億円（３０年度 ０．１億円）
【予算】 迅速な救急搬送を目指した救急隊運用最適化の研究開発

０．３億円（３０年度 ０．２億円）
【予算】 危険物の事故・災害の抑止に係る研究開発（石油タンクを対象

とした地震津波被害シミュレータ等） （再掲）
０．６億円（３０年度 ０．３億円）

【予算】 地下タンクの健全性診断に係る研究
０．６億円【新規】

【予算】 火災延焼シミュレーションの高度化に関する研究開発
０．７億円（３０年度 ０．４億円）

・多様化・大規模化する災害に対応する消防の現場における
効率的な消防活動を支援するため、科学的な研究・開発を実施

【火災延焼シミュレーション】
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（１）消防団の装備・訓練の充実強化

地域防災力の中核となる消防団及び自主防災組織等の充実強化

（２）消防団への女性や若者等の加入促進

（３）自主防災組織等の充実強化

（企業による機能別消防団）
＜例：松山市の郵政消防団員の警戒訓練＞

（団員の大学生による救命講習）
＜例：京都府内の大学生消防団員＞

【企業や大学等との連携（イメージ）】

（避難所運営図上合同訓練）
＜例：徳島県内の大学生と自主防災組織＞

【組織の枠を超えた連携（イメージ）】

【資機材（イメージ）】

（ドローン）（オフロードバイク） （小型動力ポンプ）

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

16．大規模災害に対応した消防防災力・地域防災力の整備

・災害現場の状況を速やかに把握するための資機材
（オフロードバイク、ドローン）や女性や学生でも扱いやすい小型動力
ポンプの無償貸付けを実施するとともに、消防団への教育訓練を実施

【予算】 消防団の装備・訓練の充実強化
２．４億円（３０年度 ２．４億円）

【予算】 企業・大学等との連携による女性・若者等の消防団加入促進支援事業 （再掲）
１．２億円（３０年度 １．２億円）

・事業所の従業員や学生の入団を促進するために、新規分団の設立や
訓練に要する経費等を支援

・自主防災組織等の災害対応能力を強化するため、
自主防災組織や消防団と地域の多様な組織との連携体制の構築を支援

・平成30年7月豪雨において消防団の活動の重要性が再認識されたことを
踏まえ、消防団への加入を促進するため、ポスター、リーフレット及び
雑誌・広告等を活用した広報活動を実施

【予算】 消防団加入促進広報の実施 １．１億円（３０年度 ０．６億円）

【予算】 自主防災組織等のリーダー育成・連携促進支援事業
０．５億円（３０年度 ０．５億円）

【予算】 災害伝承10年プロジェクト ０．４億円（３０年度 ０．２億円）

・「基本団員」の質の向上及び「大規模災害団員」のスムーズな活動の
ための教育訓練のあり方に関する調査研究を実施
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17．災害時の情報伝達環境整備

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

地方公共団体における防災情報の伝達体制の強化

（１）防災情報の伝達体制の強化

【情報伝達手段の多重化】

（a）災害時の情報伝達体制の強化

【予算】 災害時の情報伝達体制の強化 （再掲）
０．４億円（３０年度 ０．４億円）

・大規模地震、豪雨等の自然災害が多発する状況を踏まえ、
地域におけるJアラートの活用の実態を調査しつつ、さらなる
有効な活用方策やシステム高度化に係る検討を実施

【予算】 Jアラートの運用・保守 （再掲）
４．０億円（３０年度 ４．３億円）

【予算】 Jアラートの充実強化に係る調査検討 （再掲）
０．４億円【新規】

【Ｊアラートと連携する主な情報伝達手段】

IP告知端末

テレビＰＣ、携帯電話

防災ラジオ戸別受信機

屋外スピーカー

デジタルサイネージ

・豪雨災害時における住民の主体的な情報収集や避難行動
を促進するための取組を実施
【予算】 平成30年7月豪雨を受けた住民避難に係る取組 （再掲）

０．１億円【新規】

・地方公共団体における戸別受信機等の災害情報伝達手段の整備を
促進するため、通信等の技術に関するアドバイザーを
派遣するとともに、複数の伝達手段を確保するなど防災情報の
効果的な伝達方法等について検討

【予算】 平成30年7月豪雨を受けた防災情報伝達手段の整備促進 （再掲）
０．１億円【新規】

・豪雨災害時における防災情報伝達に関する奏功事例を踏まえて
多様な防災情報の伝達手段の整備を促進
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(a) 民放ラジオの難聴解消支援
・ラジオの難聴解消のため、中継局の整備費用の一部を補助

17．災害時の情報伝達環境整備

（１）放送ネットワークの強靱化

放送ネットワークの強靱化や災害時における非常用通信手段の確保

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

(b) 中継局等の耐災害性強化支援
・大規模災害時における中継局等からの放送継続のため、

テレビやラジオの中継局等の耐震性強化等のための費
用の一部を補助

耐災害性強化策のイメージ

①地上基幹放送ネットワーク整備事業 ②地域ケーブルテレビネットワーク整備事業

③ケーブルテレビネットワーク光化促進事業

(c) 放送ネットワークの整備支援
・放送ネットワークの強靱化により、災害発
生時における情報伝達を確実にするため、

①テレビ・ラジオ等の予備・補完送信所等、
②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等、
③条件不利地域等におけるケーブルテレビ
網の光化等

の整備費用の一部を補助

本社 送信所

災害情報の
迅速・正確な伝達

放送メディア

予備送信所設備等、災害対策補完送信所等、緊急地震速報設備等の整備を促進

放送施設の
災害対策強化

緊急地震速報 緊急警報放送

予備送信所設備等

災害対策補完送信所等 等

国民の生命・財産の確保に不可欠な情報の確実な提供

住民

【予算】 民放ラジオ難聴解消支援事業 １１.３億円（３０年度 １８．３億円）

【予算】 地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業
１２.５億円【新規】

【予算】 放送ネットワーク整備支援事業
９.５億円（３０年度 ３．３億円）
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17．災害時の情報伝達環境整備
放送ネットワークの強靱化や災害時における非常用通信手段の確保

・「大規模災害時の非常用通信手段の在り方に関する研究
会」報告書（平成28年6月29日）に基づき策定・公表された
ガイドラインを指針として用いることで、非常用通信手段
の確保を推進

・あわせて、研修・訓練・能力認定を実施することにより、
非常用通信手段に係る人的能力の強化を推進

【予算】
IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成

３．９億円の内数（３０年度 ２．７億円の内数）

災害応急活動（地方公共団体・医療機関等）に
おいて確保すべき非常用通信手段（イメージ）

EMIS：広域災害応急医療情報システム

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

（２）災害応急活動(地方公共団体・医療機関等)における非常用通信手段の活用促進
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（a）電話通訳センターを介した三者間同時通訳による119番対応

（１）119番通報・救急現場での多言語対応

（b）救急用多言語音声翻訳システムの研究開発・活用

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

17．災害時の情報伝達環境整備
緊急通報等の多言語対応やLアラートの利用促進・高度化

・外国人からの管轄消防本部への
119番通報時等に迅速かつ的確に対応するため、
外国人通報者と消防本部通信指令員等との間で
電話通訳センターを介した三者間同時通訳の体制
整備を促進 Ｖ

１１９番通報時

外国人通報者 消防本部指令員

三者間通話

①１１９番通報
（外国語）

電話通訳センター
（民間事業所）

③通話内容伝達・
確認（外国語）

④通話内容伝達・
確認 （日本語）

②転送

外国語通訳依
頼 （日本語）

三者間同時通訳の流れ

Ｖ

現場対応時

電話通訳センター
（民間事業所）

消防隊員外国人

外国語 日本語

電話機を交互に受け渡し

通訳依頼
※平成30年6月現在、全国728消防本部のうち、
279消防本部において導入

・外国人傷病者への救急対応を迅速に行うため、
救急現場で使用頻度が高い会話内容を「定型文」
として登録した多言語音声翻訳アプリ
「救急ボイストラ」を各消防本部で順次導入

【救急ボイストラの画面】

定型文をリストから選択
（傷病者に接触した救急隊員が操作）

ワンタッチで翻訳発音
（翻訳結果を利用して
外国人傷病者とコミュニケーション）

※平成30年7月現在、全国728消防本部のうち、
312消防本部において導入
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【予算】 地域防災等のためのＧ空間情報の利活用推進 ３．８億円（３０年度 ２．０億円）

（２）地域防災等のためのＧ空間情報の利活用推進
＜ Ｌアラートの仕組み＞

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興

・Ｌアラート（災害情報共有システム）について、地方公共団体の
避難指示等の発信判断を容易にする機能拡張を図るため、地理空
間情報（Ｇ空間情報）と災害に関するリアルタイム情報を統合し
て効果的に表示する機能の調査研究・実証実験等を行う。また、
Ｇ空間防災システムの普及等Ｇ空間情報の利活用推進に向けた普
及啓発・人材育成等を行う

17．災害時の情報伝達環境整備
緊急通報等の多言語対応やLアラートの利用促進・高度化
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【予算】デジタルファースト推進のための総合窓口システム等対応経費 ９．４億円【新規】
電子決裁への移行の加速化に必要な経費 １９．４億円の内数【新規】（後掲）
政府情報システムAPI連携推進経費 ３．３億円【新規】

（１）行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うためのシステム環境の整備

・「電子決裁移行加速化方針」（平成30年７月デジタル・ガバ
メント閣僚会議決定）及び「デジタル・ガバメント実行計
画」（平成30年７月デジタル・ガバメント閣僚会議決定）に
基づき、行政手続について、申請受付から審査・決裁・文書
保存に至る一連の業務プロセスをデジタルで行うためのシス
テム環境を整備する。

具体的には、文書管理システムの決裁機能等を他システム
と連携するためのAPI（※）を強化する。あわせて、e-Govに
おいて電子申請を受けた後の審査を行う機能等を構築し、文
書管理システムとAPIで連携することで、事務処理システムが
ない手続においても、申請受付からの一連の業務プロセスを
デジタルで行うための環境を整備する。また、各府省の情報
システムとe-Gov・文書管理システムのAPI連携を行うに当
たって必要となるセキュリティ機能などを共通機能として整
備する（順次、各府省に対し当該機能を展開）

※Application Programming Interfaceの略。複数のアプリケーション・シス
テム等を接続するために必要なプログラムを定めた規約のこと。

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

18．デジタルファースト推進のための環境整備
103

・無線局監理事務の効率化及び電波の利用者への行政サービスの向上等を目的に、無線局データベース（総合無

線局管理ファイル）を基盤とした全国規模の業務処理システムの構築・運用等を実施

【予算】 総合無線局管理ファイルの作成等に必要な経費 １２６．０億円（３０年度 １０５．１億円）



・申請から一連の業務プロセスをデジタルで行うためのシステム環境の整備に当たっては、総務省が管理する各
情報システムはもとより、多数の連携する各府省の情報システムと、設計内容などの技術仕様についての整合
性をとりつつ進めることが不可欠となる。このため、総務省において、情報システム連携の推進に当たって必
要となる、各プロジェクトの進捗・設計内容の双方から技術的な確認・全体管理を実施するとともに、各府省
に対し連携に当たってのシステム開発についての技術的な助言・支援を実施するための体制の整備を行う

【予算】 情報システム整備等支援経費 １．２億円【新規】

（２）情報システム連携の推進のための実施体制の整備

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

18．デジタルファースト推進のための環境整備
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【予算】 電子調達システムの維持運用事業 １４．８億円（３０年度 １１．２億円）
全省庁的統一資格審査実施経費 ７．６億円（３０年度 ６．４億円）

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（３）電子調達サービスの利便性向上

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

・政府調達（公共事業を除く）手続の電子化の一環として、政府が行う「物品・役務」等に係る一連の調達手続
をインターネット経由で電子的に行うため、平成26年３月から「電子調達システム」の運用を開始し、全府省
での導入を促進

・「デジタル・ガバメント実行計画」等を踏まえ、政府調達における契約までの一貫した電子化や契約結果等の
情報の共有等を通じて、公共調達市場における入札機会拡大と調達事務に係るコストの低減を推進

マイナンバーカード マイナンバーカード

法人番号

受付・審査

資格審査
結果

※

民間認証局等カード 民間認証局等カード

調達総合情報
システム

結果通知郵送・持参／インターネット

審査情報

18．デジタルファースト推進のための環境整備
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・電子委任状の行政手続上で活用すべく、各種手続における
委任事項等の標準化を行うとともに、マイナンバーカード
を用いて電子委任状を発行・利用する際の仕様を検討を行
い、委任状提出のワンスオンリー化を実現する

18．デジタルファースト推進のための環境整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（４）行政手続における電子委任状提出のワンスオンリー化（再掲）

【予算】 電子委任状活用促進事業 ２．０億円【新規】

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備
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・ 政府情報システムの質の向上と、サーバ等ITリソー
スの集約化によるコストメリットの実現のため、投資
対効果の検証等を徹底した上で、各府省が保有する情
報システムの政府共通プラットフォーム（政府共通
PF）への移行を進める

・ 政府共通PFの上記目的を更に推進するため、運用コ
ストの低減、各府省への資源提供の迅速化、運用業務
の自動化等に向け、新たな政府のプライベート・クラ
ウドとしての政府共通PFの本格更改（2020年度）に向
けた設計・開発を実施する

【予算】 政府共通プラットフォーム整備等経費
２０８．８億円（３０年度 １８３．５億円）

（１）政府共通プラットフォームの見直しと本格更改

政府情報システムのプラットフォームの改革の推進

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

18．デジタルファースト推進のための環境整備
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・地方税務手続におけるICTの活用を推進して、納税者が簡便・正確に申告・納税等を行うことができ
る利便性の高い納税環境を整備するとともに、複数の行政機関に対して一度で手続できる仕組みづく
りをさらに推進し、社会全体のコストを削減

- 地方税共通納税システムの導入・運用開始（平成31年10月）
- マイナポータルを活用した法人設立手続のワンストップ化
- 個人への給与天引き通知（特別徴収税額通知）の電子化の検討

（１）地方税務手続の電子化の推進

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村

地方税共通納税システム

Ｄ市

個別の
電子納税システム

企業
Ａ市

Ｂ町

Ｃ村

×

現 状

企業

Ｄ市

×企業

全ての納税先で
電子納税できなければ、

企業は電子納税を
選択しない。

Ｅ市

×
×

Ｅ市

地方税共通納税システム

企業

企業

企業
平成31年10月
運用開始（予定）

1,788団体
（全都道府県・市区町村）対応

22団体対応

システム開始時点の対象予定税目
・地方法人二税等

・個人住民税（給与所得・退職所得に
係る特別徴収）

・事業所税

地方税共通納税システムの概要

地方税務手続の電子化の推進

18．デジタルファースト推進のための環境整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立 108
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・行政における業務の実態を、事実に基づいて一つ一つ徹底的に把握し、長年の慣習のせいで気づかなくなり
日頃意識しない原因・問題をあぶりだした上で、ICTも活用しながら、業務プロセス全体を再構築するBPRを
推進。これにより、サービスレベルの向上や効率的・合理的な業務遂行を実現

（１） 行政の業務改革（BPR）の推進

※BPR(Business Process Re-engineering)は相当な手間とノウハウを要する取組であり、従来の仕事のやり方にとら
われない視点も必要。「デジタル・ガバメント実行計画」に基づき各府省において「中長期計画」が策定されたとこ
ろであり、総務省としては、行政管理局の情報システムに関する知見や、行政評価局の調査能力も活用し、内閣官房
（IT室）と連携・分担しながら、一つ一つ着実に各府省におけるBPRの取組を推進

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化
新たな政策課題に対応するための行政の業務改革（BPR）の推進等

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立 109



・各府省が、法案等関係資料の作成に使用しているe-LAWSでは、新旧対照表から改め文の当初案を自動作
成する機能を提供しているが、法案の審査過程を通じて新旧対照表及び改め文のデータをe-LAWS上で管理す
るために必要な機能が実装されていないため、各府省法案担当者が、官報公布後に、ワープロソフトで作成
した新旧対照表の内容を、再度e-LAWSに入力する作業が発生するなど、現行e-LAWSは法案等関係資料の作成
に十分に活用できるものとなっておらず、各府省法案担当者の負担が軽減されていない

このため、各府省法案担当者へヒアリングを行うなど法制執務業務に即した業務分析の実施を行い、現行e-
LAWSの課題を的確に把握し、その結果を踏まえ、現行e-LAWSにおける、法案作成から国会提出までの法案等
関係資料の作成作業、官報入稿から法令データベース登録までの作業を見直し、2021年度に運用開始を予定
している次期e-LAWSの稼動に向けシステムを改修する

110

【予算】 法制執務業務支援システム整備費 ２．８億円（３０年度 １．４億円）

（２）法制執務業務支援システム(e-LAWS)の見直し

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化
新たな政策課題に対応するための行政の業務改革（BPR）の推進等

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立



・行政通則法（行政不服審査法、行政手続法、行政機関等情報公開法、行政機関等個人情報保護法）の施行
状況調査などを通じて、適正・円滑な運用を確保することにより行政に対する信頼性を確保

（３） 行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化

111
19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化

新たな政策課題に対応するための行政の業務改革（BPR）の推進等

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（４） 独立行政法人制度の運用

・国の様々な政策課題の解決のために、各府省において、国の行政の実施機能を有する独立行政法人の有
する専門性やノウハウを最大限活用（※府省・他の法人・地域・民間との連携・協働にも留意）してい
くための取組を推進。（各府省が法人の業務を見直し、総務大臣が業務改廃を審査、独立行政法人評価
制度委員会が中期目標案をチェック）



（a） 市場化テストの推進

・競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づき、官民競争入札・民間競争入札（いわゆる市
場化テスト）を活用し、公共サービスの実施について、民間事業者の創意工夫を活用することにより、国民
のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現

（５） 競争の導入による公共サービス改革の推進
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（b）公共サービス改革基本方針の改定（閣議決定）

・各府省等に、市場化テスト対象事業について自主的な選定を促すとともに、事業規模、事業継続性、入札
の競争性、市場性の有無等の観点から、改善の余地がある事業を対象にヒアリングを実施

・選定された事業は、次期公共サービス改革基本方針に反映（毎年度閣議決定）

（c）地方公共団体における窓口業務等の適正な民間委託等の推進

・「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣議決定）等に基づく地方公共団体における
窓口業務等の適正な民間委託等を推進

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化
新たな政策課題に対応するための行政の業務改革（BPR）の推進等

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立



・ブロックチェーン技術の活用について、実証事業を通じた課題の抽出等により、官民の幅広い分野に
おけるブロックチェーン技術の社会実装を推進

【予算】 ブロックチェーン利活用推進事業 ２．０億円（３０年度 １．２億円）

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化
新たな政策課題に対応するための行政の業務改革（BPR）の推進等

2)  各ノードに書き込まれたデータを
もとに作ったブロックを各ノード
で検証・合意

ノード

ノード

ノード

ノード ノード

3) 一定期間経過後（各ノードで
検証・合意後）各ノードが同じ
ブロックを共有

1) データ（取引履歴）
をいずれかのコン
ピュータ（ノード）
に書き込むよう指示

複数のデータをまとめてブロックを作り、前の
ブロックの「縮小版」を次のブロックにも記録

複数のデータ

ブロック
前のブロックの

ハッシュ（縮小版）

複数のデータ

ブロック
前のブロックの

ハッシュ（縮小版）

複数のデータ

ブロック
前のブロックの

ハッシュ（縮小版）

ブロックチェーン

IoT機器の
信頼性向上

法人設立手続
電力取引の

自動化・効率化

自動車の
トレーサビ
リティ

本人確認手続 ・・・

【情報通信審議会で示された活用事例】

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（６）ブロックチェーン技術の利活用（再掲）
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・現状、自治体クラウドの導入は市区町村を中心に進みつつあり、共同導入が困難な場合は、単一の団体
でクラウドを導入する場合もある

・今後の人口縮減期を見据え、業務プロセスの見直し等の動きも踏まえながら、将来の自治体情報システ
ムについて、クラウド型の共通プラットフォームの構築等を念頭においた調査研究を実施

・あわせて、都道府県の情報システム運用の効率化に向けた方策についても調査研究を実施

（７）クラウドの進展を見据えた次世代の自治体情報システムの在り方の検討（再掲）

【予算】 クラウドの進展を見据えた次世代の自治体情報システムの在り方の検討
１．１億円（３０年度０．７億円）（再掲）

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

新たな政策課題に対応するための行政の業務改革（BPR）の推進等
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【予算】 電子決裁への移行の加速化に必要な経費 １９．４億円（３０年度 ８．８億円）

電子決裁移行加速化方針を踏まえた文書管理システムの改修及び各府省の支援

・ 「電子決裁移行加速化方針」（平成30年７月デジタル・ガバメント閣僚会議決定）に基づき、各府省
に提供している文書管理システムの処理能力向上や使い勝手の向上に計画的に取り組む

・各府省における電子決裁への移行の進捗状況の継続的な把握や、業務改革（BPR）を推進する立場か
ら、業務プロセスの見直しや各府省が電子決裁システムを導入する際の助言など、各府省の取組への
支援を行う

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（１）文書管理システムの整備

（２）各府省における電子決裁への移行支援



・政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究によるＥＢＰＭのリーディングケースの提示

【予算】政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究 ０．９億円（３０年度 ０．８億円）

（１）政策評価等における取組を通じたEBPMの実践の推進

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化
政策評価等における取組を通じたEBPMの実践の推進、行政評価局調査機能及び行政相談機能の充実・強化

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立 116



・内閣官房等の関係機関と連携した調査や、課題に応
じ、問題意識を絞ったコンパクトな調査、緊急の事
案等を契機とした臨時調査を実施

・大災害等の緊急時に、行政相談対応をより効果的に
実施（被災者に役立つ情報の迅速な提供、特別行政
相談所の開設 等）

・全国約5,000人の行政相談委員と連携し、行政相談
機能を充実・強化

【予算】 行政評価・監視実施費 １．３億円（３０年度 １．４億円）
行政相談制度推進費 ８．６億円（３０年度 ７．６億円）

平成29年7月九州北部豪雨に係る
特別行政相談所の様子

19．行政の業務改革（BPR）・電子決裁への移行加速化
政策評価等における取組を通じたEBPMの実践の推進、行政評価局調査機能及び行政相談機能の充実・強化

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（２）行政評価局調査機能及び行政相談機能の充実・強化
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【予算】 統計棚卸し書面調査結果の分析等業務 ０．２億円（３０年度 ０．１億円）

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（１）統計棚卸しによる統計の精度向上や業務効率化等の総合的推進

統計の品質確保や統計人材の育成・確保

【参考】公的統計の整備に関する基本的な計画（平成30年３月６日閣議決定）
・統計委員会は、総務省及び各府省と連携し、統計の精度向上や業務効率化、統計の利活用促進、報告者の負担軽減等

の取組を総合的に推進する観点から、既存の政府統計全般を対象に、民間部門の業務改革で活用されているBPR手法を
活用した統計棚卸しを３～５年の周期で企画、実査、審査・集計、提供・利活用の各段階における共通的な視点を設
定して実施

定期的な棚卸しを通じたモニタリングと継続的な改善の実施により、統計の精度向上や業務効率化、
統計の利活用促進、報告者の負担軽減等の取組を総合的に推進

平成31年度以降、
民間事業者のBPR手法の
知見を取り込み、本格的に着手

企画
調査の

実施

審査

集計

提供

利活用

（統計に関する業務フロー）

【現状】
統計調査に
関する事前審査

【平成30年度から】 統計棚卸しの実施
• 業務フローの各段階について、事後チェック
• 原則として３年で全政府統計を一巡
• 業務統計（行政機関に対する申請・届出の情報等から作成される

統計）についても対象

＋
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・質の高い統計データの作成及びそれらを有効活用できる、
統計人材の育成・充実を通じ、EBPM（証拠に基づく政策
立案）など、効率的で効果の高い政策立案の推進に寄与

【予算】 オンライン研修等による統計人材の育成・充実 １．２億円（３０年度 ０．９億円）

・行政分野における、統計人材ニーズの急速な高まり
を踏まえ、必要な人材育成プログラムを充実・強化
(1)初めて統計を担当する職員向けの入門研修
（統計の意義・役割、統計制度・統計機構 等）

(2)統計の作成者・利用者に新たに必要とされて
いる分野に関する研修（委託・品質管理、電子
調査票設計、行政記録・ミクロデータ活用 等）

(b) 研修プログラムの充実・強化

新たな統計研修体系の構築

研修プログラムの充実・強化

(a) 新たな統計研修体系の構築

現 在 新たな体系

○統計技術に関する講座
・統計実務者向け入門
・調査設計の基本
・統計分析の基本
・人口推計
・国民・県民経済計算

など

集合研修中心

集合研修

オンライン研修

○演習を中心とした双方向的かつ
実践的な研修の提供

○いつでも、どこでも、何度でも
受講可能な研修の提供

○集合研修の映像配信

：今後拡充が必要な研修 ：現行の研修

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

統計の品質確保や統計人材の育成・確保

（２）オンライン研修等による統計人材の育成・充実

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備
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・「統計改革推進会議最終とりまとめ」等に基づき、
オンライン研修を活用した、府省横断的な研修プログ
ラムを体系的に再構築

・これにより研修の裾野を広げ、新規採用職員から高度
な統計業務に携わる職員まで、幅広い層を対象として、
必要な研修を提供



◆「統計調査員」は、国が行う統計調査の実施に際し、調査対象（法人・世帯）へ訪問し、調査協力依頼や調査票の配布・回
収等の業務を実施

◆ 近年、オートロックマンションや単身世帯の増加に伴う面接困難世帯の増加や、プライバシー意識の高まりなど、統計を
めぐる調査環境が厳しさを増す中、統計調査員の役割が一層重要となっている

◆ 統計調査員の選任の事務を円滑に行うため、地方公共団体の協力を得て、あらかじめ統計調査員の希望者を登録し、新規
登録された調査員に対する研修等の事業を実施（平成28年度末の登録者数約15万人）

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（３）統計調査員の確保・育成・支援

統計調査員確保対策事業

【予算】 統計調査員の確保育成支援 ０．７億円【新規】
統計調査員対策費 ０．７億円（３０年度 ０．７億円）

（ｂ）統計調査員の知見・ノウハウ
共有による資質向上支援

（a）統計調査員向け研修の充実

（c）地方公共団体・大学と連携した
新たな統計調査員の確保・育成支援

・「公的統計の整備に関する基本的な計
画」（平成30年３月６日閣議決定）に
基づき、地方公共団体等との連携や、
民間等の知見を取り入れながら、研修
の充実や、統計調査員の知見の共有、
新たな統計調査員の確保・育成を図る

平成31年度以降の試み
市町村

登録調査員

調査員

希望者
を

募集

都道府県

研修実施

知見

ノウハウ
の共有

総務省

研修の
充実

委託費

新たな
調査員の
確保・育成

連携

大学等

登録

統計の品質確保や統計人材の育成・確保
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20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

（１）産業連関表のSUT体系への移行及び生産物分類の策定による経済統計の改善

経済統計の基盤整備及び新たな統計調査の実施

【予算】 産業連関表のＳＵＴ体系への移行及び生産物分類の策定等のための調査研究 ０．７億円【新規】

(a) 産業連関表のSUT体系への移行

(b) 生産物分類の策定

GDP統計のベースとなるSUT（供給・使用表）を、
産業連関表を経由せず、基礎統計から直接作成する

「SUT体系」に移行する

産業×商品の統計表であるSUTに必要となる基
礎データを的確に把握するため、2023年度までに
生産物分類を新たに策定する

GDP統計の精度向上のため、産業連関表のSUT体系への移行や生産物分類の策定を推進する

【SUT体系】

【現行プロセス】
様々な基礎統計
（経済センサスなど）

ＳＵＴ（供給使用表）
産業×商品の統計表

産業連関表

変
換
１

変
換
２

ＧＤＰ統計

統計作成の基準

産業分類

改善① GDP統計に至るデータ変換プロセスを減ら
して、変換に伴う推計精度の低下を抑制

改善② 基礎統計とSUTの関係を明確化して、SUTに
必要となる基礎統計の整備を促進

改善③ 基礎統計で使用する商品(生産物)の定義が統一
され、統計間のデータの整合性を確保

改善①
変換プロセスを削減

ＳＵＴ（供給使用表）
産業×商品の統計表

産業連関表

変
換
１

ＧＤＰ統計

統計作成の基準

様々な基礎統計
（経済センサスなど）

産業分類

生産物分類（新設）

改善③
統計間の整合性が向上

商

品

産 業

ＳＵＴのイメージ

※日本標準産業分類は策定済

産業の定義を統一して、産業に
関する統計間の整合性を確保

ＳＵＴのイメージ

産 業

商

品

生産物（商品）の定義を
統一して、商品に関する
統計間の整合性を確保

推
計

精
度
が
向
上

推
計

精
度
が
向
上

※産業ごとの
・商品の供給額
・供給のために使用する
商品（原材料）の使用額

を表示

改善②
ＳＵＴに必要な基礎統計を整備

※Ｇ７諸国は日本を除きＳＵＴ体系に移行済
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・既存の統計調査の統合・再編により、ＧＤＰ
の９割以上を占める経済活動を年次で把握す
る新たな統計調査（経済構造実態調査）を創
設

・これにより、国民経済計算の年次推計の精度
向上や、統計を用いた合理的な意思決定に寄
与

【予算】 経済センサス基礎調査経費 ３３．４億円（３０年度 １１．７億円）
事業所母集団整備経費 ２．１億円（３０年度 ２．１億円）
経済構造実態調査経費 ２４．３億円（３０年度 ３．５億円）

（ｂ）新たな統計調査の実施

特定サービス産業実態調査
（経済産業省実施）

商業統計調査
（経済産業省実施）

サービス産業動向調査
（拡大調査部分）（総務省実施）

現 行 平成31年度以降

経済構造実態調査統合・
再編

※ 総務省及び経済産業省
の共管調査

※ 工業統計調査と同時・
一体的に実施

（a）経済センサス‐基礎調査の実施等による基盤整備

・平成31年６月から平成32年３月にかけて「経済センサス‐基礎調査」
を実施し、全国全ての事業所の新設・廃業等の活動状態を調査員が
実地に把握

・大企業については国の専任職員が調査や照会（プロファイリング活動）
を行い、企業構造の変化や、その基本的な情報を的確に把握

・これらの情報は、経済実態のより的確な把握に資する基盤情報として、
ビジネスレジスター（事業所母集団データベース）の整備・利活用に寄与

事業所の活動状態を外観等から確認

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

経済統計の基盤整備及び新たな統計調査の実施

（２）経済実態のより的確な把握に資する基盤整備及び新たな統計調査の実施

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備
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・家計調査ではオンライン調査など調査環境の変化に対応した調査方法の推進等により、全国消費実態
調査では、平成３１年調査に向け、オンライン調査の改善を進めることにより、それぞれの調査で、
回答のしやすさと精度の向上、記入者負担の軽減を図る

【予算】家計統計の改善 ４．０億円（３０年度 ３．１億円）

・景況判断等に資する消費動向指数
（CTI）の継続的開発

・消費動向指数（CTI）開発に不可欠な基
礎データを提供する家計消費単身モニ
ター調査を実施

・より速報性の高い消費動向指数（CTI）
開発に必須となるビッグデータの実用
化を促進するための取組を推進

【予算】 個人消費動向を捉える新たな指標の開発
４．１億円（３０年度 ４．９億円）

ビッグデータ等を活用し、消費動向の全体構造を捉える新たな速報性のあ

る包括的な消費指標の体系：消費動向指数（CTI：Consumption Trend 
Index）を開発中（平成30年１月分から参考指標として提供開始）

BIG
DATA ×

調査データ

融合
データデータ融合 ＱＥ 月次推定値 月次系列

時系列モデル推計等

バイアス補正

家
計
消
費

状
況
調
査

家計調査

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
等 単身モニター調査

BIGDATA

MEMBER’S CARD
1234 5678 9012 3456

SOUMU TARO

電子マネー、
クレジットカードなど

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

経済統計の基盤整備及び新たな統計調査の実施

（３）家計統計の改善

（４）個人消費動向を捉える新たな指標の継続的開発
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【予算】 統計データ利活用の推進 ３．８億円（３０年度 ２．０億円）

(a) 統計ミクロデータの提供

・セキュリティを確保しつつ高度なデータ解析を可
能とする環境（オンサイト施設）で調査票情報を
提供するために必要なデータセンターを整備

・統計法改正により、調査票情報の提供対象が拡大
され、利用拡大が見込まれており、社会全体にお
ける統計データの利活用を一層推進

(b) オンサイト利用の普及・推進

・オンサイト利用による統計ミクロデータを活用し
た高度な研究や行政課題解決を支援

・我が国全体の研究活動の活性化のため、大学及び
地方公共団体へのオンサイトの導入に関するコン
サルティングの実施等、オンサイト施設の全国展
開を推進

・ユーザーの利便性の向上を図るため、オンサイト
利用の発展・高度化を推進

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

統計を国民にとってより使いやすくすることなどを目指した統計データ等の高度化及び利活用促進

（１）統計データ利活用及び高度化の推進

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備
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・政府統計の総合窓口（e-Stat）から、データ分析などが可能となる統計データや機能を提供することで、
統計データの利活用を促進

【予算】 統計データの高度化の推進 １３．５億円【新規】
政府統計共同利用システム運用等経費 ８．４億円（３０年度 ８．２億円）

(c) 「高度利用型統計データ」の拡充

・ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」等に
基づき、政府統計の総合窓口（e-Stat）において
提供している統計データについて、データの取
得・更新・分析などの利用ができる「高度利用型
統計データ」の拡充を計画的に実施

(d) 統計オープンデータの高度化

・ 政府統計の総合窓口（e-Stat）から、データ分
析など統計データを高度に利活用可能な、API※１機
能や統計GIS※2 機能などを提供

・ これにより、新規事業や新サービスの創出、地
域振興などを促進

政府統計
共同利用システム

ＡＰＩ機能

統計GIS

統計ダッシュボード

※1 API (Application Programming Interface）
手作業によることなく、プログラムが自動でデータを取得できるように

なる機能

※2 統計GIS (Geographical Information System)
地図上で統計データの集計・表示等ができるようにするための機能

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

統計を国民にとってより使いやすくすることなどを目指した統計データ等の高度化及び利活用促進

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備
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【参考】公的統計の整備に関する基本的な計画（平成30年３月６日閣議決定）
○ 総務省は、産官学連携による会議を開催し、民間データの活用に係る先行事例があるデータ又は優先度の高いデータ等を選定し、関係

者の協力を得て集中的に協議することにより利活用上の各種課題の解決や優良事例等を積み上げるとともに、ビッグデータ等の効果的
な利用状況の把握に努めその情報の共有・横展開を促すことにより、各府省、地方公共団体・民間企業等の間における統計的分析や統
計作成目的によるデータ等の相互利活用を推進

（２） ビッグデータの利活用推進

20．統計改革による時代の変化に対応したより使いやすく正確な統計の整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

統計を国民にとってより使いやすくすることなどを目指した統計データ等の高度化及び利活用促進

【予算】 オープンデータ・ビッグデータの利活用推進事業 ０．３億円【新規】
多様化するサービス産業や資産活用の把握等に関する研究 ０．２億円【新規】

土地の利用用途が年々変化して
おり、その推移を把握する必要

（a）ビッグデータの利活用の推進による
産官学の新たなデータ連携の構築

＜平成30年度＞

○「ビッグデータ等の利活用推進に関する
産官学協議のための連携会議」の
立ち上げ

○優先的に解決すべき課題を選定

＜平成31年度以降＞

○課題解決に向け、新たな指標やビッ
グデータの公的統計への利活用のア
イデアを民間などから幅広く募り、産
官学で知恵と技術を結集

（b）ビッグデータの各種統計調査の企画
への活用に向けた検討

民間の保有している地図データを
活用し、土地利用の変遷を経年で
把握できるパネルデータについて
研究

1990
年代

2000
年代

2010
年代

（空き家）

（住 宅）

（工 場）

公的統計の作成に活用

民間求人情報による

雇用動向の把握

SNS情報による

景気動向の把握

POSデータによる

消費動向の把握

同
じ
土
地
で
も
利
用
用
途
が
変
化

（検討の例）

統計調査における報告者負担の軽減、正確で効率的な統計の作成への寄与等の観点から、ビッグデータの利活用を推進
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21．主権者教育の推進と投票しやすい環境の一層の整備

Ⅴ 国民にとって効率的で利便性の高い行政基盤の確立

投票しやすい環境の一層の整備／民主主義の担い手である若者に対する主権者教育の推進

【予算】 参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経費 １．２億円（３０年度 １．１億円）

（２）民主主義の担い手である若者に対する主権者教育の推進

「主権者教育の推進に関する有識者会議」とりまとめ（平成２９年３月）を踏まえ、若者に対する主
権者教育を継続的に推進する
① 政治や選挙に関する教育の充実
・高校生向け副教材を作成・配布（平成３０年度１学年分（約１３０万部）を作成・配布）
・選挙管理委員会等が実施する出前授業や主権者教育に関する長期的計画の策定などを支援

② 参加・体験型学習の促進
・地域で開催する参加・体験型学習のイベントの実施を支援

・ 条件不利地域の者など投票しにくい状況にある選挙人の投票環境の向上を図る観点から、不在者投
票の更なる利便性の向上や、インターネットによる在外投票の導入に向けた検討等の推進

・ 障害者の投票しやすい環境を整備する観点から、政見放送に手話通訳・字幕を付与することができ
る持ち込みビデオ方式の円滑な施行実施や、選挙公報の情報提供の充実等を推進

・ 選挙における選挙人の負担軽減や管理執行の合理化を図る観点から、期日前投票の混雑対策、離島
等における確実かつ迅速な開票等を推進

（１）投票しやすい環境の一層の整備

修正
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